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地球環境学堂・学舎・三才学林は、2002 年 4 月に、「環境の世紀」と呼ばれる
21 世紀の始まりにふさわしい新しい大学院として発足いたしました。その掲げた
基本理念は、「持続的な地球環境とそれを支えうる人間社会の構築を導く新たな文
明理念と科学技術知を追求する学を構築し、そのような地球環境を現実のものと
する人材育成を目的とする。」というものでした。この理念を実現すべく、理工学・
農学・法学・社会学・経済学・人文学など多彩な専門の研究者を擁し、5 名の外国
人教員も加え、関連諸学の間の深い対話と協力関係の維持や、総合的な解決策を
導く能力を持つ人材の養成、教育・研究に対する支援組織の充実に力を注いでい
ます。

研究面では、地方自治体との連携、ベトナム、中国、タイ、インドネシア、マレー
シア、フィジー、フランスをはじめとする各国との国際的な学術協力を推進して
きました。教育面では、主要科目の英語での授業、修士課程学生を対象とした野
外実習の実施や、3 か月以上の長期インターンシップを必修とする教育プログラム
を導入し、環境マネジメント人材育成国際拠点を確立し、国際的に活躍しうる環
境リーダー育成等に取り組んできました。2015 年度からは「海外サテライト形成
による ASEAN 横断型環境・社会イノベーター創出事業」、「京都大学ジャパンゲー
トウェイ（環境学分野）」の 2 事業により教育・研究環境の国際化、国際共同学位
プログラムの構築を推進しています。

このような努力の結果、864 名の修士課程修了者と、269 名の博士課程修了者を、
社会に送り出してきました。修了生は現在、国内外の大学や研究機関、公務員や
多くの民間企業、NPO で活躍しており、このような多くの人材を輩出できました
ことは、我々の誇りであります。

今後も教育、研究活動の充実を通して、国内や海外の地球環境問題、地域環境
問題の解決にこれまで以上に貢献すべく新たな取り組みを常に発信していきたい
と考えています。

京都大学大学院地球環境学舎で共に学び、世界をリードする人材として活躍を
目指される皆さんの入学をお待ちしています。

京都大学大学院地球環境学堂長・地球環境学舎長

田中　千尋
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設置の趣旨・目的

―大学院地球環境学堂・地球環境学舎・三才学林設立の趣旨・特色―

　地球環境問題は、20世紀社会が解決できずに21世紀に受け継いだ人類的課題です。先進国を筆頭
に人類は「豊かさ」と「利便性」を追求してきましたが、大量生産、大量消費、大量廃棄社会を生み
出し、その結果、地球気候変動、オゾン層破壊、水質汚染、土壌・地下水汚染、廃棄物問題等が発生
しました。途上国は、先進国の後を追って同じく「豊かさ」と「利便性」を追求しており、途上国の
人口増加を合わせて考えると地球環境へのストレスは増加の一方にあります。また、農業、水産業、
鉱業等の一次産業の収奪的方法は、これらの産業を基礎とする途上国に危機をもたらしています。最
貧国は、貧困を克服し大多数の国民の人間的生活の確保が求められています。これらの状況をまとめ
て国連は、「持続可能な開発」を先進国、途上国、最貧国の共通理念にした人類の新たな発展の道を
見出すことを呼びかけています。その一つの方途として、日本・ヨーロッパなどの工業先進国は資源
循環型社会経済を目指して動き始めました。

　地球環境問題は、地球規模の問題から地域レベルの問題まで、課題の内容は複雑多岐に渡っていま
す。地球環境問題の解決には、科学の対象としての真理探求の側面と、問題を解決するべき実践的側
面の双方が要求されます。第一の側面からは、地球環境問題の複雑性と広がりを従来の基礎科学の上
に立って展望し、学問としての先見性と深淵性を持った新しい「地球環境学」を開拓しうる高度な研
究者の養成が要請されます。第二の側面からは、地球環境を持続可能な形態で改善維持経営する能力
を有し、具体的問題を解決しうる高度な実務者が必要となります。

　このような人材を養成するには、従来の文系・理系の教育体系を継承しながら、地球環境の広範囲
の学問領域を理解し、それらの本質的理念を地球環境学に発展させる新たな学問の教授、および国内
外実践場での応用体験を組織的に行い、実践的技法を教授する教育･研究システムを具現化する必要
があります。

　京都大学大学院地球環境学舎は、これらの研究と教育の多様な要請に応える柔軟性のある組織を構
築しています。組織の特色は次の通りです。

概　要



3

研究組織、教育組織および教育・研究支援組織の分立
　地球環境学は生成期にあります。研究面では、そのダイナミックな展開のために、戦略的な先見性
と学際性、柔軟性が必須です。一方、教育面では、関連する学問分野にわたる着実かつ重厚な教科
内容と、先端性、社会性をもった安定的研究指導が必要です。このような研究面と教育面における異
なった要求を満たすため、京都大学大学院地球環境学舎は研究組織「地球環境学堂」と教育組織「地
球環境学舎」とを分立した独自の構成をとります。さらに、教育・研究支援組織「三才学林」を置く
ことにより、学堂・学舎における活動が専門領域のみに偏ることなく広い視野を持って調和的に展開
する体制をとっています。

学内協働分野・学外諸機関との連携体制
　大学院地球環境学舎は、既存専門基盤と地球環境学の双方をつなぐ学際的研究・教育を行うため、
様々な京都大学内の大学院との連携により運営しています。そのために、「協働分野」という仕組み
を採用しています。「協働分野」の教員は、既存研究科・研究所･センターに属しながら、地球環境学
舎の学生に講義科目を提供するとともに、学生の希望する専門性に沿って修士、博士論文指導も行い
ます。さらに、客員制度の充実による学外の国立研究所をはじめとする、国内外の諸機関との連携・
交流も図っています。また、地球環境学では単に学内での専門教育だけではなく、NGO活動、NPO
活動や国際協力活動など多様な内容での、多様なセクターとの連携を通じて、現実の問題を体験的に
習得する体制も整えています。

全学的なプロジェクトの遂行
　既存の関連諸科学とは大いに異なる、融合型学問研究を実現するためには、これまでの既存研究
科・研究所等において、それぞれの分野に関連した環境学の研究教育経験をもつ地球環境学堂の教員
が関連する他研究科・研究所の教員と共に、集中的かつ濃密に共同のプロジェクトに従事することが
必要です。このような全学的な研究プロジェクトへの参画、貢献も活発に行っています。

地 球 環 境 学 舎
地球環境学専攻
環境マネジメント専攻

地 球 環 境 学 堂

三 才 学 林

地球益学廊
地球親和技術学廊
資源循環学廊



地 球 環 境 学 堂

地球益学廊

地球親和技術学廊

資源循環学廊

地球環境政策論

環境経済論

地球益経済論

持続的農村開発論

水環境保全論

比較社会制度論

環境マーケティング論

美術史・文化論

環境教育論

環境調和型産業論

社会基盤親和技術論

人間環境設計論

生物多様性保全論

景観生態保全論

元素材料化学論

地球環境基盤の持続化デザイン論（寄附講座）

地域資源計画論

都市基盤デザイン論

生産環境微生物学論

親環境フォトセラミック材料化学論

陸域生態系管理論

生態系連環論

統合環境学設計論

4

　地球文明理念の研究から先端科学技術にわたる広範な分野に立脚する地球環境学を開拓するため、固有教員、流動教員
（既存研究科・研究所から期限付きで異動する教員）、協働教員（既存研究科・研究所に所属しつつこの大学院の教育・
研究に参画する教員―協働分野の教員）、および客員教員が結集し、地球環境問題を３つの鍵概念、すなわち「地球益」、
「地球親和」、「資源循環」に従って、それぞれ「地球益学廊」、「地球親和技術学廊」、「資源循環学廊」を構成します。

地球環境学堂（研究組織）
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宇佐美　誠　教授	 075-753-2967	 usami.makoto.2r@kyoto-u.ac.jp

地球環境政策論分野

地域社会での廃棄物問題から地球規模の気候変動まで、様々な環
境問題に対して、自治体・国・国際社会は環境政策を行い、民間企
業は様々な対策を講じ、そして多くの市民が環境配慮行動をとって
います。本分野では、政府の政策、企業の対策、市民の意識・行動
を広く対象に含めて、社会科学的方法による実証研究を行っていま
す。研究対象は、ローカル・ナショナル・リージョナル・グローバ
ルという4層に及びます。研究方法が属する学問分野は、政策分析・
環境政治学・環境経済学・環境社会学・社会心理学などの多岐にわ
たり、定量研究と定性研究のいずれも進めています。その他、政治
哲学・法哲学などの理論研究も行っています。

おもな研究テーマには下記のものが含まれます。
　　○環境政策のプロセスと効果
　　○環境政治、環境法、環境ガバナンス
　　○気候変動の緩和策・適応策
　　○環境をめぐる市民の意識・行動、倫理的消費
　　○気候正義運動、気候正義の理論分析
　　○エネルギー転換、エネルギー正義
　　○災害リスク・マネジメント、レジリエンス
　　○持続可能な経営

地球益学廊
Department of Global Ecology

　21世紀の地球社会は、人類の社会経済活動と自然環境の相互依存が一層強まるとともに、科学技術の進歩や経済発
展、環境保全に関する国際連関もさらに深まると考えられます。
　こうした現実を直視しながら、地球環境保全に向けた国際的な取り組みの中で科学の貢献をより確かなものにするた
めに、本学廊では⑴人間と環境の共生のあり方とそれを実現する枠組みを考究するとともに、⑵自然科学と社会科学に
またがる既存の学術分野を地球益に向かって統合し、⑶国益や経済的利害を超えて地球益を具現化するための施策と技
能を創出し、⑷さらにその観点に立脚した地球環境統治能力を高めるガバナンスに貢献する研究を展開します。

地球環境政策論／環境経済論／地球益経済論／持続的農村開発論／水環境保全論／比較社会制度論／
環境マーケティング論／美術史・文化論／環境教育論

再生可能エネルギー国際連合本部
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竹内　憲司　教授	 075-753-3453　takeuchi.kenji.8d@kyoto-u.ac.jp

森　　晶寿　准教授	 075-753-9203	 mori.akihisa.2a@kyoto-u.ac.jp

環境経済論分野

地球益経済論分野

　すべての環境問題は、人間の経済活動が原因となって起きます。
したがって企業や家計の行動原理を理解することは、環境問題の発
生構造を捉え、有効な解決策を提案するにあたってとても重要で
す。本分野では、経済学的な視点から環境問題について考え、有効
な政策のデザインについて議論します。

【1】環境保全と経済発展
　環境を保全しながら、経済を発展させることは可能でしょうか。
これは持続可能な経済発展の実現にとって特に重要な課題であり、
地球社会のあり方に対する本質的な問いを含んでいると言えます。
本分野は、フィールド調査やミクロデータの計量経済学的分析を通
じてこうした課題に挑戦します。

環境経済・政策学のこの 30年間の発展が示したことは、環境問
題の解決には、個別の環境保全型技術や環境保全を促す政策の導入
だけでなく、人間の活動基盤を構成する社会経済システムそのもの
を持続可能なものに移行することが不可欠なことである。そして持
続可能な社会経済システムへの移行（Sustainability transition）を
前進させるには、既存の社会経済システムに埋め込まれた技術的・
制度的・インフラ上・行動上のロックインの解消が不可欠となる。
地球益経済論分野は、（政治）経済学及び経営学の観点から、エネ
ルギー・金融・モビリティ・自然資源システムのそれぞれ、及びそ
のサプライチェーンを通じた複数システムの持続可能性移行の研究
を推進している（図参照）。特に、それぞれのシステムの構成要素
と移行の促進・阻害要因を同定し、技術やビジネスモデル革新、制
度・インフラの発展、及びその相互作用がどのように持続可能な移
行、特に温室効果ガス排出ネットゼロへの移行を促すかを探求して
いる。そして研究推進のために、アジアや欧州の研究者と共同研究
を実施し、ネットワークを強化してきた。
さらに、中国が主導する一帯一路戦略を通じた投融資の、途上国
の持続可能な移行へインパクトの評価も同様の方法を用いて行って
いる。

【2】廃棄物の経済分析
　生産・消費された財はやがて廃棄される運命にありますが、廃棄
過程に関する経済学研究は数が少なく、あまり注目を浴びてきませ
んでした。廃棄物の発生を抑制し、リサイクルを促進するにあたっ
て、経済的インセンティブを用いた政策はどのような効果を発揮す
るでしょうか。こうした問いに答えるには、地道なデータ収集と因
果推論を踏まえたデータ分析が不可欠です。

【3】環境の経済評価
　環境の価値が市場で無視されていることは、すべての環境問題の
根本原因とも言えます。では環境の価値を貨幣の単位で評価するこ
とは、果たして可能でしょうか。本分野では、表明選好や顕示選好の
アプローチを用いることで、この困難な課題に取り組んでいます。

ネットゼロ排出に向けたサプライチェーン全体の持続性移行

中国における風力発電CDMプロジェクトの分布ガーナにおける調理燃料利用の調査
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武山　絵美　教授	 075-753-6157	 takeyama.emi.6z@kyoto-u.ac.jp

鬼塚健一郎　准教授	 075-753-6158	 onitsuka.kenichiro.8m@kyoto-u.ac.jp

東口阿希子　助教	 075-753-6177	 higashiguchi.akiko.8s@kyoto-u.ac.jp

持続的農村開発論分野

　農村地域の持続性（Rural Sustainability, RS）は、定住人口の
再生産を中心にして、物財の再生産、社会と組織の継続、自然・生
態系の保全、地域文化の継承の５つの要素が地理的に限定されたフ
レームの中で調和することにより維持されてきました（図参照）。
これらの構成要素はいずれも地域性を備えたものであることから、
RSも地域固有の特徴を備えたものになります。
　しかしながら、近年、過疎・高齢化や経済のグローバル化、そし
て気候変動や過度の人為的開発などの影響を受けて5つの要素は変
質し、その結果、農村地域は様々な課題に直面し、RSも大きく損
なわれつつあります。
　持続的農村開発論分野では、農村計画学的な視点から、かかる
課題の解決とその先にある地域固有のRSを再建するために制度・
政策の設計と評価に取り組んでいます。具体的な研究内容は、ナ
レッジマネジメントによる地域資源管理、ソーシャルキャピタル
（SC）と地域力の再生、居住環境と野生動物との共生、地域情報
化による地域活性化、住民主体型コミュニティ計画論の確立、人口
減少社会における地域再編と社会資本整備の在り方など多岐にわ
たっています。

藤原　　拓　教授	 075-383-3348	 fujiwara.taku.3v@kyoto-u.ac.jp

日髙　　平　准教授	 075-383-3350	 hidaka.taira.4e@kyoto-u.ac.jp

野村　洋平　助教	 075-383-3349	 nomura.yohei.3r@kyoto-u.ac.jp

水環境保全論分野

健全な水環境の創出と持続可能な地域の創造を同時に実現するに
は、流域内の人間活動により発生する廃水や廃棄物に含まれる有害物
質を適切かつ効率的に処理するとともに、同時に内在する資源やエネル
ギーを回収して付加価値を創出する、経済・社会・環境が一体となった
持続可能な水管理システムを構築する必要があります。また、人間の生
存に不可欠な資源である水・エネルギー・食料の連環に加えて気候変
動も考慮した、未来の循環社会システムの構築が期待されています。
本分野では、フィールド調査により水環境の現状評価および汚濁機
構の検討を行うとともに、汚濁負荷となる生活排水や
農業排水から価値を生み出す新しい水処理システムの
開発を行います。研究の遂行にあたっては、農学、水産
学、地域研究等の他分野との連携および産官学の連携
を重視し、学術としての水環境保全論の深化と地域へ
の実装の両面を大切にしたいと考えています。具体的
な研究テーマの例は以下の通りです。
1　�微量有害物質による水環境汚染の現状評価と対策

技術に関する研究

2　�汚水処理施設からの温室効果ガス排出量の削減技術に関する研究
3　�都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環型エネルギー・食料生
産システムの構築に関する研究

4　�施設園芸の低炭素化と資源循環に寄与するカスケード型養液栽
培システムに関する研究

本分野は、京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻水環境工学
分野に併任所属しており、桂キャンパスにおいて工学研究科所属の大
学院生とともに研究活動を実施しています。

新レジーム下での農村コミュニティ計画論

水水環環境境保保全全論論分分野野 
藤原 拓 教授 075-383-3348  fujiwara.taku.3v@kyoto-u.ac.jp 
野村洋平 助教 075-383-3349  nomura.yohei.3r@kyoto-u.ac.jp 
 

健全な水環境の創出と持続可能な地域の創造を同時に実現するには、流域内の人間活動により発生する廃水や廃棄物に含まれる有害物質を適切かつ効率的に処

理するとともに、同時に内在する資源やエネルギーを回収して付加価値を創出する、経済・社会・環境が一体となった持続可能な水管理システムを構築する必要があり

ます。また、人間の生存に不可欠な資源である水・エネルギー・食料の連環に加えて気候変動も考慮した、未来の循環社会システムの構築が期待されています。 
本分野では、フィールド調査により水環境の現状評価および汚濁機構の検討を行うとともに、汚濁負荷となる生活排水や農業排水から価値を生み出す新しい水処理

システムの開発を行います。研究の遂行にあたっては、農学、水産学、地域研究等の他分野との連携および産官学の連携を重視し、学術としての水環境保全論の深化

と地域への実装の両面を大切にしたいと考えています。具体的な研究テーマの例は以下の通りです。 
１） 微量有害物質による水環境汚染の現状評価と対策技術に関する研究 
２） 汚水処理施設からの温室効果ガス排出量の削減技術に関する研究 
３） 都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環型エネルギー・食料生産システムの構築に関する研究 
４） 施設園芸の低炭素化と資源循環に寄与するカスケード型養液栽培システムに関する研究 

本分野は、京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻水環境工学分野に併任所属しており、桂キャンパスにおいて工学研究科所属の大学院生とともに研究活動

を実施しています。 

               
図１ 微量有害物質による水環境汚染                図２ 都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環型エネルギー・食料生産システムの構築 

 

水水環環境境保保全全論論分分野野 
藤原 拓 教授 075-383-3348  fujiwara.taku.3v@kyoto-u.ac.jp 
野村洋平 助教 075-383-3349  nomura.yohei.3r@kyoto-u.ac.jp 
 

健全な水環境の創出と持続可能な地域の創造を同時に実現するには、流域内の人間活動により発生する廃水や廃棄物に含まれる有害物質を適切かつ効率的に処

理するとともに、同時に内在する資源やエネルギーを回収して付加価値を創出する、経済・社会・環境が一体となった持続可能な水管理システムを構築する必要があり

ます。また、人間の生存に不可欠な資源である水・エネルギー・食料の連環に加えて気候変動も考慮した、未来の循環社会システムの構築が期待されています。 
本分野では、フィールド調査により水環境の現状評価および汚濁機構の検討を行うとともに、汚濁負荷となる生活排水や農業排水から価値を生み出す新しい水処理

システムの開発を行います。研究の遂行にあたっては、農学、水産学、地域研究等の他分野との連携および産官学の連携を重視し、学術としての水環境保全論の深化

と地域への実装の両面を大切にしたいと考えています。具体的な研究テーマの例は以下の通りです。 
１） 微量有害物質による水環境汚染の現状評価と対策技術に関する研究 
２） 汚水処理施設からの温室効果ガス排出量の削減技術に関する研究 
３） 都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環型エネルギー・食料生産システムの構築に関する研究 
４） 施設園芸の低炭素化と資源循環に寄与するカスケード型養液栽培システムに関する研究 

本分野は、京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻水環境工学分野に併任所属しており、桂キャンパスにおいて工学研究科所属の大学院生とともに研究活動

を実施しています。 

               
図１ 微量有害物質による水環境汚染                図２ 都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環型エネルギー・食料生産システムの構築 

 図2　�都市代謝系と沿岸生態系が融合した循環
型エネルギー・食料生産システムの構築

図1　微量有害物質による水環境汚染
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吉野　　章　准教授	 075-753-5921	 yoshino@eeso.ges.kyoto-u.ac.jp

環境マーケティング論分野

　環境の外部不経済性を超えて、持続可能な社会を築いていくために
は、社会の全ての構成員が、環境と調和することの意義を、自らに内
部化していかねばなりません。企業の環境配慮活動の成果を企業経営
に内部化できるのか、また、それを支える消費者の価値観の転換は可
能なのか。資源節約を求める環境問題と売買を促進するマーケティン
グとは相反するように思えますが、マーケティングは、新たな価値観
やライフスタイルを「売る」ための方法論でもあります。環境マーケ
ティング論分野では、持続可能な社会に向けて以下の研究に取り組ん
でいます。
・�環境への取り組みを軸とした企業の市場戦略：
　CSR活動を超えた企業の差別化戦略、防衛戦略、環境ブランド戦略

・�企業と消費者の環境コミュニケーション：
　環境ラベル・環境認証制度、環境リスクコミュニケーションの理論
と評価
・�環境に関する消費者の意識と行動：
　環境意識による消費者セグメンテーション、環境活動の消費者行動
分析、環境配慮製品の購買行動分析
・�環境配慮型農業の可能性：
　環境配慮農業の実態分析、市場戦略のあり方、市場動向分析、消費
者分析
・�食品リスクコミュニケーション：
　リスクコミュニケーションの理論、消費者のリスク認知とリスク回
避行動の実態分析、食品安全政策の評価

見平　　典　教授	 075-753-6877	 mihira.tsukasa.2x@kyoto-u.ac.jp	

比較社会制度論分野

　環境問題を含む社会問題に適切に対応していくためには、そうした問
題をめぐる公的な議論と意思決定が行われる統治機構・統治過程その
ものに関する精確な理解が欠かせません。こうした問題意識から、本分
野では、統治機構・統治過程の中でも特に司法機構・司法過程を取り上
げ、司法の現実の動態を解明するとともに、その可能性・限界・課題等
を分析します。
　その際、日本の司法に加えて、アメリカ合衆国等の司法も分析の対象
とします。日本では、司法は個別紛争の事後的解決機関としての性格が
強い状況にありますが、特にアメリカでは、司法は社会問題をめぐる公

共政策の形成にも大きな影響を及ぼしています。対照的ともいえる日米
司法等の比較を通して、統治機関としての司法の可能性・限界・課題を
より多面的に析出することを目指します。
　分析にあたっては、憲法学・司法政治学・法社会学等の知見を踏まえ
た、学際的なアプローチをとります。このうち司法政治学は、政治学の
一分野として確立しているアメリカとは異なり、日本では形成途上の学
問ですが、司法過程を理解する上で欠かすことのできない視点・理論・
方法を含んでいます。本分野では、司法政治研究の遂行を通して、日本
における司法政治学の確立に寄与することも目指します。

環境配慮型農業の実践：滋賀県「魚のゆりかご水田米」 環境配慮型農産物の消費者選択モデル

ホワイトハウス アメリカ連邦最高裁判所庁舎
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高階絵里加　教授	 075-753-6946	 takashina.erika.6r@kyoto-u.ac.jp 

美術史・文化論分野

本研究分野の目的は、日本の近代を中心に、美術作品の創造と受
容の諸相を歴史的文脈において理解し、作品の歴史的意義、そして
作品と人間個人の内面あるいは社会との関係を明らかにしようと試
みることにあります。
そこでめざすことは、
1　�美術作品の生成過程に及ぼす伝統や異文化の影響と造形表現と
のかかわり、たとえば西洋の美的価値と日本の美意識の共存・
融合・相克の問題について考察し、

2　�近代世界において自然や社会を美術がいかに表現しようと試み
たのかを、歴史的な伝統とその革新の面から明らかにし、

3　�美術が社会環境の中でどのように受容されたのかをさぐってゆ
くことです。
人間をとりまく社会や自然の環境が大きく変化した近代の日本に
おいては、美術作品そのものに加えて、それを受容する場もまた、
変容せざるを得ませんでした。作品一点一点は、芸術の伝統を受け
継ぎ、時代の思潮や社会の移り変わりのなかで時には思いがけない
斬新な表現を獲得し、また社会や個人にはたらきかけます。現在残
された作品を後世に伝えてゆくためにも、作品からの声に耳を傾
け、その歴史的位置づけと意味を解き明かしてゆくことが重要であ
ると考えます。

トレンチャー・グレゴリー　准教授	 075-753-5933	 trencher.gregory.2s@kyoto-u.ac.jp

バース・ロジャー　講師	 075-753-5935	 baars.rogercloud.6a@kyoto-u.ac.jp

環境教育論分野

本研究分野における研究教育活動は、大きく分けて(1)エネルギー
やサステナビリティ転換のガバナンス、(2)気候変動の緩和策と災
害への備えに向けた教育の２テーマから成る。研究室や所属学生
は、研究やインターンシップ、協働教育活動を通じて、公正で持続
可能な社会の実現に向けた意識向上や行動変革につながる、コミュ
ニティに根差したユニークな手法を開発・展開している。  

一つ目のテーマでは、公共政策や法律、制度設計、ビジネスモデル
といったガバナンス手法をどのように活用すれば、低炭素技術の 
生産・普及、および、持続可能な社会の実現を促進できるかについ

て取り組んでいる。方法論としては、公共政策、サステイナビリ
ティ・トランジション、イノベーション論、政治学、経済学、人文
地理学などを含めた多種多様な学問領域から示唆を受けた独自性の
高い分析的枠組を構築し、データ主導型の実証的研究を主に行って 
いる。 二つ目のテーマは、気候変動への適応に関する教育、災害
への備えとレジリエンスに焦点を当てている。現在の研究教育活動
は、気候変動と適応策に関する教育、持続可能性な生活様式を促す
新しい切り口、社会変革、行動変容、災害への備え、レジリエンス
などを中心に日本、欧州、南太平洋（オーストラリアとニュージラ
ンドを含む）において行われている。

エネルギー転換 持続可能性と気候変動

災害への備え

《内国勧業博覧会美術館之図》三代歌川広重筆　明治10（出典：『目でみる120年』東京国立博物館、1992）



10

越後　信哉　教授	 075-753-5151	 echigo.shinya.6u@kyoto-u.ac.jp

田中　周平　准教授	 075-753-5171	 t-shuhei@eden.env.kyoto-u.ac.jp

環境調和型産業論分野

　日本は、60年代、70年代の深刻な公害を克服し、世界的にも
トップ水準の環境先進国になった。その間には、技術開発、ノウハ
ウ蓄積、法律整備、施策実施など、具体的に環境問題を解決する多
数の知識・技能・経験を得ている。その一方、近隣アジアの途上国
では依然、劣悪な環境問題が多数存在し、日本の経験があまり生か
されていない。技術移転のための国際教育と現場に即した実践教育
が日本では不足していたためである。地球文明の持続性を達成する
ためには、産業形態を環境調和型に変換する必要がある。さらにグ
ローバル化する問題を解決するためには地球親和型の技術開発およ
びその展開が必要となる。
　本分野では、実際の環境政策に資する基礎及び応用研究を行い、
環境問題の解決でリーダーシップを発揮する人材育成を目指す。特
に、水質分析・水処理技術、微量汚染物質の分析・処理技術、さら
にはデータサイエンスの諸技法を駆使し、水環境の保全・管理、水
インフラの合理化、物質の循環利用の促進、省エネルギー産業の構
築、国内外の水衛生問題の解決等を調査・実験と数理モデルによる
解析の両面から考究する。

地球親和技術学廊
Department of Technology and Ecology

　自然と人間の文化は相互に環境として働きあい、地球システムともいうべき精妙な自然・人間系を、長期間にわたる
歴史的プロセスにおいて形成してきました。人間の文化的営みも生命の営みもこの地球システムの安定的運営の中でし
か考えられません。人類生存の基盤学術としての地球環境学創成に向けて、多次元にわたる諸領域の地球親和技術を重
層的に統合し、環境調和型文明にふさわしい技術と技術規範を考求します。

環境調和型産業論／社会基盤親和技術論／人間環境設計論／生物多様性保全論／
景観生態保全論／元素材料化学論

液体クロマトグラフ質量分析計による分析カトマンズでの水質調査の様子

イオンモビリティ質量分析計による解析例
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小林　広英　教授	 075-753-4806	 kobahiro@archi.kyoto-u.ac.jp

落合　知帆　准教授	 075-753-5723	 ochiai.chiho.2x@kyoto-u.ac.jp

杉中　瑞季　助教	 075-753-5633	 suginaka.mizuki.4u@kyoto-u.ac.jp

人間環境設計論分野

　変容著しい現代社会において、地域の文化や風土から持続的人間環境のあり方を追求する。美しい自然から災害を起こす自然まで多様な姿
で示される地球環境の実相と、それらに対応してきた持続的な人間環境の構造を、実際の都市や集落から学ぶ。得られた知見や知識を施策、
計画、デザインとして具現化し実践的な社会適応を試みる。

■地域に根ざす設計技術
　現代社会の文脈における住まいや暮らしの再構築・発展的継承の
ために、環境デザインやソーシャルデザインの思考と方法を提示し
実践的試行をおこなう。

■地域に根ざす人間居住
　自然環境と共生する集落や、多様な文化を内包する歴史都市の
フィールド調査から、バランスある人間環境構築の知恵と実践のし
くみを解明し、その持続可能性を探求する。

勝見　　武　教授	 075-753-9205	 katsumi.takeshi.6v@kyoto-u.ac.jp

髙井　敦史　准教授	 075-753-5752	 takai.atsushi.2s@kyoto-u.ac.jp

加藤　智大　助教	 075-753-5773	 kato.tomohiro.6u@kyoto-u.ac.jp

社会基盤親和技術論分野

　地盤は、生活・社会の基盤としてだけではなく、地下水の涵養
域、廃棄物の処分地などの様々な役割を担っており、次世代に引
き継がねばならない人類の貴重な財産である。本分野は、地盤環
境の保全、修復のための社会基盤創生技術を開発するとともに、
環境社会システムとの関係において学際的に考究する。
　具体的には、人間活動で排出される廃棄物や建設発生土、自然
災害に伴い発生する災害廃棄物を適正に処理、利活用するための
ハード・ソフト的開発や、遮水工や廃棄物地盤の適切な評価に基
づく廃棄物処分場の整備、跡地利用に関わる研究を実施する。さ
らには、廃棄物や有害物質で汚染された地盤の浄化技術と再利用
法の開発ならびにその環境影響評価に関する研究などを行い、持
続可能な地盤環境の保全、修復を目指す。
　本分野では、個別技術の開発や高度化に力点を置きつつ、社会
コストや規制影響などを考慮した社会実装のためのフレームワー
ク整備にも注力しており、巨大自然災害や複雑化する地盤環境問
題にも対応しうる強靱な社会システムの実現を目指している。

里山環境と連環する建築設計プロ
ジェクト

都市・農村の居住環境に関する
フィールド調査

風土建築の再建マネジメントと在来
建築技術

自然災害常襲集落の環境適応に関す
るフィールド調査

地盤中での非水溶性物質の
浸透挙動評価

廃棄物処分場での現地調査の様子
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市岡　孝朗　教授	 075-753-6851	 ichioka.takao.5m@kyoto-u.ac.jp

西川　完途　教授	 075-753-6848	 nishikawa.kanto.8v@kyoto-u.ac.jp

生物多様性保全論分野

 地球上の生命はそれぞれ他の生命との相互作用の上に成り立って
おり、複雑な生態系を構成している。生態系の構成要素の基本単位
は種であり、さらに種内には遺伝的な多様性もあり、種間の生態的
関係の多様性もある。これらはまとめて生物多様性と呼ばれる。
1992年に国連環境会議で提案された生物多様性条約以降、広く一
般に知られるようになったが、まだ十分理解されているとは言い難
い。本分野では生物多様性をキーワー
ドにして、研究対象は植物から動物ま
で、現在の地球環境問題や多様性の保
全問題について理解を深め、解決を目
指す人材の育成に取り組む。

今西　純一　教授	 075-753-6084	 imanishi.junichi.6c@kyoto-u.ac.jp

深町加津枝　准教授	 075-753-6081	 hukamachi.katsue.2e@kyoto-u.ac.jp

貫名　　涼　助教	 075-753-6099	 nukina.ryo.8w@kyoto-u.ac.jp

景観生態保全論分野

1) 豊かな自然を守る＝自然保護
2) 劣化した自然環境を復元する＝緑化
3) 健全な緑を育てる＝緑地計画と緑地管理
　この３つが本分野の大きな目的です。対象とするのは、庭園や公
園などの局所的スケールから、都市や里山、国土などの広域的ス
ケールまで様々であり、生物多様性の保全と人間活動の調和に関す
る技術の開発、理論の構築、手法の提案など、現実の課題に対応し

た研究を行います。ランドスケープ（自然的要素と人間活動によっ
て、歴史的に形成されてきた秩序）の科学をランドスケープ・エコ
ロジーといい、その実践領域であるランドスケープのプランニン
グ、デザイン、マネージメントも取り扱います。いま、生物親和型
の環境デザインや、生態系サービス評価に基づく自然環境のプラン
ニングが大きな課題です。

マレーシアでの植物調査の様子カザフスタンでの動物相調査の様子

文化的景観：ランドスケープ計画のための重要な側面 リモートセンシングによる生態系モニタリング
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田中　一生　教授	 075-383-2604	 tanaka@poly.synchem.kyoto-u.ac.jp

権　　正行　助教	 075-383-2610	 gon@poly.synchem.kyoto-u.ac.jp

伊藤峻一郎　助教	 075-383-2608	 ito@poly.synchem.kyoto-u.ac.jp

元素材料化学論

　高分子材料は我々の身近なところから、車、飛行機、光学・電子
素子など最先端のデバイスにまで応用が広がっています。一方、こ
れらの高分子を構成する元素は、炭素、水素、酸素など未だ一部の
ものにしか過ぎません。様々な元素の特性を理解し、自由自在に使
うことができれば、既存の材料の高機能化のみならず、新奇の物性
とそれに基づく材料創出につながることが期待されます。そして、
これまで偶然にしかできなかった材料をゼロから設計することや、
既存の枠組みでは説明ができない現象の発見とその原理の解明も期
待されます。このような考えの元、様々な元素から成る機能の最小
単位である「元素ブロック」、有機と無機をナノレベルで融合させ
た「無機高分子」「有機－無機ハイブリッド」、プログラムに従っ
て無機成分を高分子中に配置し機能を発現する「複合材料」をツー
ルとして、元素の新しい“顔”を発見することと、それらの新機能
を材料化して世の中に出すことを目指し、研究を進めています。

代表的な研究テーマ
・“不安定”を安定化することで生まれる新機能
・“励起元素の周期表”の構築
・“人工物模倣”という生体関連材料設計の新しい考え方
・�“励起駆動型錯体”を基盤とした発光クロミズム材料のゼロからの設
計法確立
・“小さな”近赤外発光色素の設計法確立とテーラーメイドの材料開発
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西前　　出　教授	 075-753-6369	 saizen.izuru.4n@kyoto-u.ac.jp

淺野　悟史　准教授	 075-753-6367	 asano.satoshi.6w@kyoto-u.ac.jp

地域資源計画論分野

地域の自然および社会資源の適切な評価と利用を通じ、都市と農
村の均衡ある発展のあり方を実証的に研究している。「地域資源」が
本研究分野の重要なキーワードであり、その場所にある人、文化、歴
史、自然などを最大限に活用し、人と自然が調和した地域の望まし
い発展を追求している。具体的には、フィールド調査にもとづき、
空間情報技術（GIS・リモートセンシング）を援用し、質的・量的分
析を組み合わせながら、地域に存在する社会的な課題の解決に取り
組んでいる。近年は国内・東南アジア諸国を中心として研究活動を
展開しており、フィールド調査やアンケート調査などから地域計画
の基本となる地域の自然・社会特性を明らかにし、課題解決に向け
た実践的活動を行っており、以下に挙げる研究を実施すると共に、
その成果を現地に還元することにも力を入れている。
超学際的アプローチによる地域活性化（国内農村部）；土地・資
源利用の実態と地域レジリエンス（ベトナム中部農村部および沿岸
部）；持続可能な発展を目指した農村開発（インドネシア、フィリピ
ン、インド等）；気候変動適応に向けた伝統的水管理システムの再考
（インド）；小規模農家のレジリエンス強化のための包括的農業食品
システムの変革に関する研究（インドネシア）；地域統計情報を用い
た空間データマイニング

資源循環学廊
Department of Natural Resources

　当学廊では、地球生態系を自然と人間社会の共通集合体として捉え、地球規模の資源循環と地域生態系の動態解析に
基づき地球環境の破壊回避の方策を提起します。とくに、人間が作り上げた循環系を、いかに自然の循環系の中に組み
込んでいくかが、両者共存のための最重要課題です。そのため、地球生態系からの視点と、地域生活圏からの両視点よ
り、その調和点と人類の役割を見出すための研究教育を行います。すなわち、地域に根ざした人類の生活を新たな「豊
かさ」で保障し、かつ自然生態系をも保全するため、地球益の考えに立脚した新たな叡知の獲得を目指します。具体的
には、天然および人工的有機資源の環境調和、低負荷型の物質変換・循環系構築のための方法論の確立を目指すと共
に、「土地・水資源の適切な利用・管理に基礎を置く地域環境の整備と保全こそが真に持続的な地域の発展をもたらし、
これがひいては地球全体の環境保全に結びつく」という考えに立脚し、陸域、沿岸域、集水域等の地域単位における資
源循環に関わる課題を見極めその解決策を探る中で持続的な地域発展、地球環境保全の方策を提示していきます。

地域資源計画論／都市基盤デザイン論／親環境フォトセラミック材料化学論／生産環境微生物学論／
陸域生態系管理論／統合環境設計論／生態系連環論

地元との協働による地域資源の再興（国内農村部、水田の冬期湛水）

現地大学での研究成果還元の様子（ベトナム、フエ農林大学でのセミナーの開催）
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田部勢津久　教授	 075-753-6832	 tanabe.setsuhisa.4v@kyoto-u.ac.jp

許　　　健　助教	 075-753-6817	 xu.jian.3z@kyoto-u.ac.jp

親環境フォトセラミック材料化学論分野

光の機能を活用して親環境技術を可能とする次世代のフォトニク
ス技術に貢献するセラミックスやガラス等の無機材料開発を進めて
います。光機能設計と材料合成、得られた材料の光物性評価とその
フィードバックを行い、光エネルギーを蓄える材料、太陽光発電効

率を高める波長変換材料、光ファイバ通信の長距離化を可能にする
光増幅器用ガラス材料、赤外光を可視光に変換するアップコンバー
ジョン材料の開発を行っています。

川﨑　雅史　教授	 075-383-3327	 kawasaki.masashi.7s@kyoto-u.ac.jp

山口　敬太　准教授	 075-383-3326	 yamaguchi.keita.8m@kyoto-u.ac.jp

谷川　　陸　助教	 075-383-3328	 tanigawa.riku.6c@kyoto-u.ac.jp

都市基盤デザイン論分野

自然から文化に至る地域固有の風土・景観を研究対象として、そ
の空間的・時間的構造や変容を、景観解析、デザインサーベイ、歴
史分析、コミュニティ構造分析などに基づいて把握します。それを
手がかりに、風土に調和した都市社会基盤施設のあり方を探るとと
もに、都市・地域の計画・デザインの目標像と方法論を探求します。
1　景域環境の構造分析と景観計画
豊かな環境や文化を形成してきた丘陵地・山辺や、川や水路が生
み出した景域環境を対象として、GIS・CG システムを援用した地形・
敷地解析や眺望特性の分析を行い、規範となるデザインの技法と景
域創造と持続的なマネジメントのあり方を探求する。
2　景観の保全再生と都市・地域デザイン
都市・地域の文化的景観や、公園・緑地などの社会基盤を対象と

し、固有の風土に基づき形成された都市・地域の景観の特質を、そ
の成り立ちや形成要因、都市計画や社会基盤整備との関わりから明
らかにする。加えて、景観を成り立たせている社会構造の評価や、
景観形成システムの持続・変容メカニズムの検討を通じて、景観を
手がかりとした都市・地域デザインの可能性を探求する。
3　都市・地域における社会ネットワークの形成と機能の分析
災害時のような非日常的な時間も含め、コミュニティにおける人
と人のつながりである社会ネットワークの形成やその働きを分析す
る。フィールドワークや数理モデルなどの多様な手法を用い、社会
ネットワークを考慮した社会基盤のあり方や持続可能な社会を探求
する。

都市の公共空間再編と景観デザイン検討
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舟川　晋也　教授	 075-753-6101	 funakawa.shinya.2w@kyoto-u.ac.jp

真常　仁志　准教授	 075-753-6299	 shinjo.hitoshi.4x@kyoto-u.ac.jp

柴田　　誠　助教	 075-753-6102	 shibata.makoto.7c@kyoto-u.ac.jp

陸域生態系管理論分野

　私たちの存立は、その多くを大気・水・土壌・植物・動物などを
構成要素として含む陸域生態系に依存している。同時に、私たち自
身もその要素として相互に働きかけあっている。この様な関係の
中、近年の人間活動の拡大は、地域や地球の環境を脅かし、砂漠
化、水質汚染、土壌汚染、土地資源の劣化などを招いている。
　当分野では、陸域生態系とその管理に関する幅広い領域での多
岐にわたる研究に取り組んでいる。主な課題は、日本・アジア・
アフリカでの土壌特性や肥沃度メカニズムの解明、土地資源の利
用や保全、荒廃環境の修復、農耕地生態系管理のための在来技術
の再評価などである。また、人々の暮らしや安全の向上のための
包括的な地域開発支援や生態系管理の手法を探るための研究にも
取り組んでいる。

田中　千尋　教授	 075-753-6311	 tanaka.chihiro.6a@kyoto-u.ac.jp

吉見　　啓　准教授	 075-753-6466	 yoshimi.akira.8c@kyoto-u.ac.jp

竹内　祐子　助教	 075-753-6060	 takeuchi.yuko.7w@kyoto-u.ac.jp

生産環境微生物学論分野

　農林生産環境の生態系においては、多様な微生物が生育してお
り、そこに存在する動植物などの生物環境、あるいは土壌要素など
の非生物環境を通じて複雑な相互作用を為していると考えられてい
るが、その微生物相や相互作用について十分明らかにされているわ
けではない。当分野では農林環境における微生物相ならびにそれら
微生物種の特性や生理機能の解明を、土壌要素、植物要素の研究と
合わせて展開することを目指している。また、その有効利用や制
御・防除法などについてグローバルな観点から行える人の育成にも
取り組む。

人間のし尿等の未利用資源を活用した
農村における資源循環の再興（マラウイ）

インドネシアの熱帯低地林の伐採

中国雲南省における菌類相・植物病害調査

ニュージーランド固有ナンキョクブナの樹下に発生した外来菌根菌ベニテン
グタケとその菌根
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德地　直子　教授	 075-753-6442	 tokuchi.naoko.5r@kyoto-u.ac.jp

舘野隆之輔　教授	 075-753-6441	 tateno.ryunosuke.8r@kyoto-u.ac.jp

鈴木　啓太　助教	 0773-62-5512	 suzuki.keita.3r@kyoto-u.ac.jp

統合環境学設計論分野

生態系連環論分野

　環境学の分野横断的・統合的な研究活動を促進させるために設置
された分野である。地球環境学堂・学舎が様々な専門領域から構成
されることを踏まえ、環境学全般を当分野の研究の守備範囲としつ
つ、学堂の他の分野と連携して特定課題に関する研究を遂行し、学
堂全体の研究の推進につながるような取り組みを行う。特定課題に
は、地球規模の資源循環と地域生態系の動態解析による持続的な地

　生態系連環論分野は、フィールド科学教育研究センター（フィー
ルド研）の教員による協力分野である。フィールド研では、森林・
河川・人間・沿岸生態系の相互作用を明らかにするため、新しい概
念にもとづく総合的な学問分野である「森里海連環学」を提案して
いる。
■森里海連環学
　森林、河川、人間と沿岸の生態系の間の生態学的なつながりや、
人間活動が陸域と沿岸の生産性に与える影響について探求してい
る。これらの研究テーマは、将来の持続可能な開発を達成するため
の生態系管理を適切な方法で行うのに役立つだろう。
■生態系生態学
　生態系を構成する生物と非生物との相互作用について、特に生態
系内および生態系間における物質の循環に着目して研究を行ってい
る。
■水圏生物生態学
　河川、海洋に生息する水圏生物の生態を解明する。とくに、栄養
塩、基礎生産、プランクトンから大型底生動物や魚類に至るエネル

ギーフロー、および水圏生物の生活史、生残、成長、移動、食性な
どの生態について、個体群および群集生産の視点から探求する。

域発展と地球環境保全の方策、人間と環境の共生のあり方とそれを
実現する枠組み、地球益を具現化するための施策と技能、環境調和
型文明にふさわしい技術と技術規範、などに関する個別の研究が挙
げられ、資源循環学廊、地球益学廊、地球親和技術学廊における研
究の推進に寄与する。

田中　千尋 教授 075-753-6311 tanaka.chihiro.6a@kyoto-u.ac.jp

竹前由美子� 助教 075-753-5635 takemae.yumiko.8f@kyoto-u.ac.jp

多田　悠人� 助教 075-753-5151 tada.yuto.6z@kyoto-u.ac.jp

カンドパル リチャ� 助教 075-753-6378 kandpal.richa.6w@kyoto-u.ac.jp

川口　康平 特定助教 075-383-3349 kawaguchi.kohei.6k@kyoto-u.ac.jp

森林と河川生態系の繋がり（左）、森林（右上）と沿岸（右下）からの恵み

水道原水で発生した
ラフィド藻類

気候変動問題の国際交渉（COP24、ポーランド） 液体クロマトグラム精密質量分析計による分析
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教員・研究紹介

生物多様性の保全は、 
避けて通れぬ喫緊の課題
西川　完途
生物多様性保全論分野　教授

生物多様性
地球上の生命はそれぞれ他の生命との相互作用の上に成り立っており、複
雑な生態系を構成している。生態系の構成要素の基本単位は種であり、さら
に種内には遺伝的な多様性もあり、種間の相互作用の多様性もある。これら
はまとめて生物多様性と呼ばれる。この生物多様性の実態はまだ解明にはほ
ど遠いもので、毎日何らかの生物の新種が見つかり、新たか生態的関係や遺
伝的特性などが明らかにされてきている状況にある。例えば私の専門分野は
両生類の分類学であるが、両生類では今でも毎年 180種ほどの新種が報告さ
れているので、２日に 1種の新種が見つかっていることになる。昆虫など更
に種多様性の高い生物群では、もっと多くの種が毎日記載されている。
生物多様性という言葉自体は、1992年に国連環境会議で提案された生物
多様性条約以降、広く一般に知られるようになってきており、新聞などのメ
ディアでも言葉を見かけることが増えてきた。しかし、まだその内容が十分
理解されているとは言い難い。本分野では生物多様性をキーワードにして、
研究対象は植物から動物まで、さまざまな生物の生物多様性の実態の解明に
取り組み、かつその普及に向けた様々な取り組みを行なってきている。

生物多様性の保全と我々の社会
現在、地球上の生物多様性は減少の一途を辿り、このままでは壊滅的な状
況になるのではないかと懸念されている。両生類が２日に1種増えていると
紹介したが、それは人類が気づいていなかった種がそれだけいるということ
を意味しており、地球上の種という存在が増えているわけでは決してない。

新種の出現には、場合によっては数万年から数百
万年かかるからである。むしろ、地球上の生物は
1日に 100 種以上は絶滅しているだろうと言わ
れており、恐竜時代の絶滅率よりも数百倍のペースである。そして、その多
くの絶滅要因に我々人類が関与していると考えられている。ゆえに、我々は
生物多様性の実態を把握しきれないままに、未曾有の大絶滅を引き起こして
いると言えるのである。
我々の生活は生態系サービスと呼ばれる、生物多様性からの恩恵を受けて
初めて成り立っているが、この事実は一般に認識されていないことが多い。
世界経済フォーラムの試算によれば、現在の世界のGDPの半分（約 44兆
ドル）以上が、生物多様性の損失により潜在的に脅かされており、この状況
は気候変動に次ぐ規模であるという。将来世代への影響を考えれば、生物多
様性の保全は現在取り組まなければならない喫緊の課題でなのである。

我々の目指すもの
以上のような生物多様性保全の危機にあって、最も重要なのは、全ての基礎
となる生物多様性研究を遂行できる人材の育成である。また、その基礎的研
究のトレーニングに加えて、地球環境問題や多様性の保全問題について深く
理解し、現地の社会にも順応して溶け込むことができ、問題の解決を目指す
ことのできる人材の育成も重要になる。本分野では、そのような考えの下、
基礎研究の振興に加えて応用研究や社会貢献も視野に入れた諸研究に取り組
んでいる。

人口減少時代に適応した美しく豊かな
農村空間をデザインする
武山　絵美
持続的農村開発論分野　教授

農村の未来像を描き出す農村計画学
農村計画学は新しい学問分野です。既存の多様な学問分野が集まり、学際的
な様相を呈しています。なかでも、私が携わる「農業土木学に立脚した農村
計画学」は、土地や施設など農村空間を構成する個別要素（物）を扱う「物
象計画（physical planning）」を対象する点に、特徴があります。
農村計画は、農村空間を構成する個別要素を統合して全体最適化を図るた
め、各要素のあるべき姿と、それらの構成により形作られる農村空間の未来
像＝計画を描き、農業土木の諸技術が向かうべき方向性・当為（sollen）を
指し示すことを使命とします。社会が複雑化・多様化する今日にあって、こ
の方向性・当為を示す農村計画の役割は極めて重要であると考えています。

ルーラルフリンジの境界制御を可能にする 
空間デザインと土地利用計画
私が生涯を通じて探求している研究対象は、ルーラルフリンジ（人の領域
と自然領域との境界にエリア）の境界制御を可能する空間デザインと土地利
用計画です。
人口増加期・環境開発型社会では、人の利用空間が拡大し、自然が縮退しま
した。しかし、現在、我が国をはじめとする先進国は、人口減少期・環境保
全型社会に移行しています。これに伴い、ルーラルフリンジで耕作放棄地や
管理放置林が増加するとともに、消滅する集落も増加しました。その結果、
野生動物との軋轢の緩和、土砂災害の防止、水資源のかん養など、ルーラル
フリンジが担ってきた重要な機能が消滅しています。
そこで私は、農村空間にある土地、インフラ設備、施設、生物を対象に、
それらの整備、配置、利用、管理を通じて、人口減少時代にあってもなお、

より美しく豊かな農村空間を創出するためのデ
ザイン・計画を研究しています。具体的には、
土地利用に関する法制度の設立・改正や、農地・
水利施設管理の担い手の減少等が、地域の土地利用や農地・水管理に及ぼす
影響を研究し、あるべき農地制度、農地整備手法、水利施設の管理方法を検
討しています。一方、近年、イノシシやシカ等の野生動物による農作物の被
害だけでなく、住宅地・都市への侵入も頻発し、野生動物と人の接触が増え
ました。このような野生動物と人の軋轢問題に対し、野生動物の駆除ではな
く、地域コミュニティーによる資源管理・土地利用計画の側面からアプロー
チし、生態学的分析、社会科学的分析、土地利用分析から、科学的な対策立
案手法を開発しています。
人の領域の縮退に対応したルーラルフリンジの空間デザインと土地利用計
画の開発は、人類が歴史上初めて遭遇する継続的な人口減少に対応した、未
来指向型の研究です。また、「環境開発型」ではなく、成熟した「環境保全
型」社会が、自然と人との境界をコントロールする「新たな自然との共存の
あり方」を解明する研究と言えます。

農村計画学を志す皆さんへ
農村計画学はそれ単体では存在し得ず、様々な技術や知識を統合すること
により成立します。地球環境学舎で学ぶ学生は、多様な仲間とともに学際的
に学ぶことにより、農村のあるべき姿を明確化し、より確度の高い未来を描
き出すことに挑戦してほしいと願っています。皆さんが個性や感性を存分に
活かし、活躍できる分野です。一緒に、農村の未来像を考えてみませんか。
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風土や文化に根ざした都市 ･ 地域再生や
景観の創造、その方法を探る
山口　敬太
都市基盤デザイン論分野　准教授

私の研究の対象は「景観」です。景観を手がかりにして、地域固有の風
土､ 歴史､ 文化に根ざした都市 ･ 地域再生の戦略や公共空間のデザインの
あり方を探っています。
景観は多様な事象から成り立っています。それは、固有の気候風土や自然
地理的環境のもと、多様な社会が形成され、人間が創り上げた都市基盤施設
や都市計画などの制度が複雑に組み合わされた結果です。また、そこには固
有の歴史、独特の文化や社会の仕組みが生まれています。このような景観の
構造を、適切に評価するために、長期的な視点で都市や景観の成り立ち、そ
の形成メカニズムを解明する実証的な研究のアプローチをとります。
一方で、景観を眺め、認識し、それに関わる「人間」の側に着目し、景観
の意味・価値評価のあり方を探求しています。そして、景観を手がかりに、
地域課題の解決と人々の未来への意志や創造性に基づいた地域づくりの方策
を探っています。以下に主な三つのテーマを取り上げます。

都市景観形成史
都市景観の成り立ちや形成メカニズムを知るための研究を進めています。
主に近代以降の社会基盤整備や都市計画、景観保全施策に着目して、その形
成過程の詳細と、景観形成に関する理念、制度、技術等の影響を明らかにし
ます。具体的には、関連史料の調査・収集・分析を通じて、各時代の計画理
念や技術者らの思想、都市景観形成への影響を検討します。災害対策や復興
の実態解明もテーマの一つです。また、景観に関わる制度が与えた影響を評
価・検証し、これからの景観形成のあり方を考究します。
これまで大阪、京都、神戸や滋賀・奈良などの関西の都市景観の形成につ
いての研究を進めてきました。その成果は複数の学会において認められ、土
木学会論文奨励賞や日本建築学会奨励賞、日本都市計画学会優秀論文賞など
を受賞しています。

都市･地域再生論
持続可能で魅力的な生活圏や生活空間の実現
を目的とした、地域資源の活用と持続的な管理、
創造的な都市・地域戦略のあり方についての研究も進めています。具体的に
は、低未利用の公有地や公共施設、空き家等、地域の自然資源や歴史資源な
どの様々な地域資源を都市・地域の再生に活用する方法について研究します。
また、フィールド学習やデザイン提案を通じて、地域戦略の立案や、都市
拠点やインフラ施設の景観整備のあり方を探索するとともに、それらの技術
開発や実践理論の構築を進めています。これまで複数の自治体と連携・共同
し、地域づくりの構想案や将来ビジョンの作成、地域資源調査などの実践的
な取り組みも進めてきました。

公共空間のデザイン
道路や公園、河川等の社会基盤施設の設計、公共空間のデザインに関する
研究も進めています。近年、国内外では道路空間の再編による人中心の公共
空間の創出や、環境再生や水害対策に寄与するグリーンインフラの導入が進
んでいます。国内外の先進事例のデザインの手法やプロセス、政策、事業、
制度の仕組みや技術に関する比較研究を進めています。
さらには、このような都市施設・公共空間の設計、景観検討などの実践活
動も行っています。たとえば大阪市中之島の道路を歩行者空間に変える事業
に参画し、研究室の学生や実務者らと景観デザイン検討や空間設計を行いま
した。本プロジェクトは、都市景観大賞 ｢都市空間部門｣ 優秀賞を受賞しま
した。
このような理論から実践までさまざまな研究を進めています。興味があり
ましたら、是非、ウェブサイト（https://lepl.uee.kyoto-u.ac.jp/）をご覧
ください。

　

近代日本の
芸術と社会に関する研究
高階　絵里加
美術史・文化論分野　教授

現在の私のおもな関心は、近代の日本を中心とする芸術の歴史と社会に関
する研究にあります。美術作品の歴史的意義を創造と受容の諸相から考える
ということですが、具体的には実際の芸術作品を研究対象として、その造形
表現に歴史・社会・人間がどのようにあらわれているのかを考察します。作
品はいかなる制作環境のもとで生み出されるのか、その表現にはいかなる意
味と歴史的意義があるのか、またどのような社会環境の中で受け止められ、
さらにはいかに社会に影響を与えるのか、といった問題を、歴史的文脈の中
でさまざまな作品と資料や文献に基づいて考えてゆく研究になります。

西洋との出会いと日本の美意識
研究課題としては、まず、おもに 19-20 世紀の日本を対象に、歴史的背
景を視野に入れ、特定の芸術作品の表現と意味を明らかにしようと試みるこ
とがあります。この時期の日本は西洋との本格的な交流が始まり、新しい技
法やものの見方が導入されるなか、近代化と伝統的な美意識のはざまで芸術
に関する制度や教育も揺れ動きました。このような変化の中で生み出された
芸術作品を通して、日本人の眼に映じた人と自然のすがた、風景や生き物と
のかかわり、自然に寄せてきた心についても、考えてゆきたいと思っていま
す。そこには、江戸時代以前からつちかわれてきたものの見方や表現方法、
美に対する意識が、西洋との出会いを通じて豊かな変容を遂げる様相が見い
だされると思われるからです。この課題における近年の研究としては、1937
年のパリで開催された国際博覧会（万国博覧会）の日本の展示と日本館に関
する研究があります。19世紀の博覧会においては、日本の陶磁器や漆器、

刺繍や織物などがいわゆる「日本趣味」の美術品
として欧米で高く評価されましたが、20世紀に
はその流行も下火になります。代わって1937年
にフランスが日本に求めた芸術上のインスピレーションとは、伝統の力を保
ちつつも西洋の文化や技術を取り入れ新たな芸術を生み出すそのやり方であ
り、とりわけ日本館の建物はその期待に応えたといえます。

芸術作品と社会的環境
また、芸術と社会の関係について、近代における制作・流通・展示等の芸
術を取り巻く社会的環境の変化に着目しつつ分析することも研究課題として
います。明治以降西洋文明の影響のもとに生まれた美術館や展覧会といった
芸術受容の場について、そこでどのように芸術が社会に発信され、人々に受
容されたのか、またそれは芸術家や作品そのものにどのような変化をもたら
したのか、その実態を資料にもとづいてできる限り明らかにし、芸術が社会
に、また人間の心にいかにはたらきかけるのかを、歴史を通して考えます。
この課題に関する近年の研究としては、初期の文部省美術展覧会と社会に関
する研究があります。国が主催する初の総合的な美術展覧会として1907（明
治 40）年に開設された文部省美術展覧会について、画家や彫刻家たちの新
たな挑戦の場となったこの展覧会における展示状況、観衆の様相、メディア
のはたらき、芸術家の動向などに着目し、20世紀初頭の日本における芸術
と社会の関係を考えています。
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地球親和技術学廊

社会基盤親和技術論分野の紹介

―どんなことを研究されているのですか？
土木工学のうち、地盤環境工学に関する研究をしていま
す。地盤中での汚染物質の挙動予測と対策工の開発、建設
工事や産業活動によって生じた副産物のリサイクルに関す
る研究、地温上昇が地盤挙動に及ぼす影響の評価、災害廃
棄物の効率的な分別と有効活用に関する研究など、テーマ
は多岐にわたっています。
代表的な研究テーマとして、当研究室では過去約 20年
にわたり、ベントナイトを原位置土に混合して構築するソ
イルベントナイト（SBM）鉛直遮水壁を対象に、汚染物質
の封じ込め技術に関する研究を行ってきました。ベントナ
イトは天然の粘土の一種ですが、地盤中の水分と接触する
と数倍に膨潤する特徴を有しており、地盤内の間隙を充填
することで SBMは高い遮水性を発揮して汚染の拡大を抑
制します。我々は SBM遮水壁の信頼性向上を目指し、こ
れまでに化学物質の遮水性能への影響、地震時の挙動、化
学的拡散による物質輸送などについて検討を行いました。
他には、建設工事に伴って発生する、自然由来の重金属
等を含む掘削土砂への対応にも力を入れています。地質体
に天然に含まれる自然由来の重金属等は環境基準値をわず
かに超えた濃度レベルで比較的低濃度で分布すること、汚
染物質を飲用または吸引しなければ健康被害は生じないこ
と、土は重要な資源であることを踏まえると、そのような
自然由来の重金属等を含む掘削土砂を周辺環境に配慮しな
がら地盤材料として有効活用することが望ましいといえま
す。このような掘削土砂を地盤材料として利用する上では、
汚染物質の溶出特性を把握することが重要になります。し
かし、地盤材料中の有害物質の挙動は理想的な化学反応と
は異なり、間隙構造や飽和状態などの地盤条件にも影響さ
れるため反応機構は複雑で、未だに十分な知見が蓄積され
ておらず、特に長期的な挙動について未解明な部分が多い
のが実状です。当研究室では 15年近くにわたり、土や岩
石等からの重金属等の溶出特性を評価してきました。

―研究室はどのように運営されていますか？
当研究室は工学部地球工学科・工学研究科都市社会工学
専攻の教育も担当していて、研究室には地球環境学舎と工
学研究科に属する学生が所属していますが、ゼミ発表など
の研究室の活動は区別なく一緒に行っています。2023 年
4月現在、研究室には博士後期課程の学生 6人、修士課程
の学生 11人、学部生 4人が所属しています。そのうち地
球環境学舎の修士課程の学生は 5人です。月に 1度、研究
の進捗状況を報告するゼミを行い議論しています。

―院生の皆さんがされている研究について教えてください。
地質・場所ごとに特性が異なる「地盤」を扱う地盤環境
工学は、一般化が難しい学問です。そのため、手を動かし
て実験に取り組み試行錯誤を繰り返す過程が重要で、実験
を通じて自ら課題を解決する力を培うことが期待されます。
例えば、災害廃棄物の研究では、発災後の迅速な復興に向
けて、災害廃棄物に含まれる土と廃棄物を効率よく分別し、

土を復興資材として活用し廃棄物量の減量化を図るという
目的に対し、学生自ら実験計画を立てて研究成果を挙げま
した。具体的には、木材と土を混合して模擬災害廃棄物を
作成して室内試験・実機試験によるふるい選別を行い、細
粒分が多く含まれる粘土ほど、土の粘性によって木材の選
別が難しくなる可能性を明らかにしました。

―�研究室の雰囲気について教えてください。
自由な雰囲気のもと、各自が自立して研究を進めていま
す。また、実験を行うため、多くの学生が研究室に集って
いるのも特徴です。さらには、留学生が多く、実際の建設
業で活躍されている博士課程の社会人の方々も在籍してい
ることから、多様な人が集まる場という点も特色といえます。

―�研究室を卒業した学生は、どういった方面で活躍されて
いますか？
建設業やインフラ業に務める卒業生が多いです。公務員
になる人や、大学や国立の研究所で研究を続ける人もいま
す。各自、専門の土木工学・地盤環境工学の知識と経験を
活かして活躍しています。

研究室紹介

実大スケールでの災害廃棄物のふるい分け試験

土からの重金属の溶出を
評価する試験

廃棄物処分場の見学

顕微鏡観察
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資源循環学廊

都市基盤デザイン論分野の紹介

―どんな研究室ですか？
この研究室は、｢景観｣ をキーワードとして、都市計画を
包含した都市施設と公共空間の景観と都市のデザインおよ
び関連する計画の方法について、工学的アプローチによる
探求と実践的研究を実施しています。昭和の高度成長期の
頃、高速道路の建設をはじめ、都市や国土づくりが急速に
発展し、コンクリートや鉄の普及で自由な形が生まれまし
た。しかし、一方で都市の姿が無秩序に変化することにも
なり、都市を先進諸国のように景観を美しく整えるために、
その建設のあり方や施設のデザインを考える研究分野が土
木工学分野の中で萌芽しました。土木学会においては、土
木計画、景観デザイン、土木史などの活動領域があります。
その中でも、景観デザイン分野は、建築学や造園学の分野、
都市計画分野と共に融合的な研究領域にあります。当研究
室では、研究対象を都市施設に限ることなく、庭園や広場
などのオープンスペース、駅舎などの建築物を含め、都市
全体の景観形成に広げてきました。都市を美しくするには
それに関わる多くの対象を総合する必要があるからです。
さらに、美しいという価値のみならず、生き生きとした人々
の社会生活や文化的、経済的な活動が行われるための社会
的な仕組みや使い方も考える必要があります。人々の活力
や地域コミュニティ、経営を考慮しないと都市は衰退しま
す。地球環境問題、人口減少と高齢化社会、自然災害、感
染症問題など多くの課題を抱えている中で、日本の都市の
あり方への研究は、長期による都市形成のスパンで目標を
迅速に探求すべき課題となっています。

―どんなことを研究されているのですか？
基本的には、景観の空間的、時間的な構造について把握し、
文化的で美しい景観を創造するためのデザインの目標像や
設計の方法論を探ります。例えば、都市施設や公共空間の
設計プロセス、マネジメント、形態や色彩等に関する研究、
自然の山河や都市の眺望景観などの研究、文学に現れた原

風景やイメージに関する研究があります。とくに、京都と
その周辺都市における山辺や水辺はデザインの宝庫であり、
GIS（地理情報システム）やCGなどのグラフィックシス
テムによる地形解析やデザイン調査等を行い、空間構成と
設計技法を精緻に研究しています。また歴史的環境の整備
などの空間的な規範について、その成立の歴史的経緯から
探求し、都市計画の誘導や政策手法へ反映させる研究を試
みています。これまで、疏水や運河、街路などの近代土木
遺産をはじめ歴史的価値の探求を行ってきました。さらに、
社会的なネットワーク分析やフィールドワークの技法など
の様々な手法を駆使し、災害や地域コミュニティレベルの
問題を対象に研究を進めています。

―研究室はどのように運営されていますか？
兼任の工学研究科を含めて研究室全体で 25名です。教
授 1名、准教授 1名、助教 1名、秘書 1名、博士課程の
学生は3名で、修士課程が12名、学部生5名（地球工学科）、
特別聴講生 1名（フランス）です。学生居室は桂キャンパ
スにあり、実験室にて実践的なデザインや演習作業を行い
ます。吉田キャンパスには教員室があります。

―�院生の皆さんがされている研究について教えてください。
院生は、学部で行った研究をさらに修士課程で課題を発
展させる人もいますし、新しい課題にチャレンジする人も
います。いずれにしても、学生自らが主体性と意志をもつ
ことを重要視しています。修了した卒業生の多くが、公共
の建設系のシンクタンク、コンサルタントや設計事務所、
ゼネコンなどで、また国家・地方公務員として活躍してい
ます。国や都市の活力のために、公務的に働き、社会から
即戦力も期待されます。そのため、分析思考だけでは世の
中のためにはならないと考えており、自分で社会的な課題
をみつけ、その総合的な解決に迫る創造力を養うことを目
指して、研究を進めています。
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　地球環境学舎には、新しい「地球環境学」の発展を担う高度
な研究者を養成する博士後期課程のみの「地球環境学専攻｣、
および地球レベルと地域レベルの具体的環境問題を解決しうる
高度な実務者を養成する「環境マネジメント専攻」の2つの専
攻があります。各専攻の教育目標は次のとおりです。

地球環境学専攻（博士後期課程）
　地球環境・地域環境問題に対応し、異なった基礎学問との連
携を保つことのできる新しい視点と方法論をもって、国際的に
活躍できる研究者の養成とともに、そのような学問的素養を備
えた実務者を養成します。

環境マネジメント専攻（修士課程）
　地球環境・地域環境問題を解決するために、実践的活動を行
うことのできる知識と問題解決能力をもち、さらに国際的視点
をもつ実務者を養成するとともに、地球環境・地域環境問題に

対応し、異なった基礎学問との連携を保つことのできる視点と
方法論をもって、国際的に活躍できる研究者を養成します。

環境マネジメント専攻（博士後期課程）
　地球環境・地域環境問題を解決するために、実践的、かつ国
際的活動を行うことができる広範な知識と問題解決能力を備
え、高度なマネジメントの専門性をもつ実務者の養成ととも
に、そのような実務感覚を備えた研究者を養成します。

　いずれの専攻も国際的に活躍できる人材養成という目的を果
たすため、英語で行われる講義や演習が用意されています。ま
た、学際的な知識修得のため、他研究科等が提供する科目を広
く履修することも可能です。
　なお、各専攻では、一般プログラムのほか、外国人留学生に
対し「国際環境マネジメントプログラム（IEMP）」を開設し
ています。

　大学院修士（博士前期）課程で専門教育を受けた学生を対象
として、地球益学廊、地球親和技術学廊、資源循環学廊の３学
廊および三才学林と密接な関係をもちつつ、地球環境問題の広
範な課題から専門的な個別課題を選び、既修学問分野の特徴を
活かしつつ、人文社会科学系と理・農・工学系の双方にまたが
る新しい融合的教育を行います。学位取得後は、大学や環境関
連の国立・民間研究機関で活躍することになります。

カリキュラムの構成1

　高度な研究者を養成するため、演習とセミナーを中心とし、
環境マネジメント専攻で開講する科目を必要に応じて履修指導
します。
　入学と同時に指導教員（論文審査主査）と副指導教員（論文
副査）各１名を決定し、学際的な指導を受けることになります。

学位取得までの進行過程2

１年次：�指導教員の決定、研究計画の作成、審査・発表、論文
中間報告（一次）、演習・セミナーの履修

２年次：演習・セミナーの履修
３年次：�論文中間報告（二次）、演習・セミナーの履修、博士

論文提出・審査・最終試験、博士（地球環境学）の学
位授与

　標準修業年限は３年ですが、とくに優秀な学生にあっては、
短縮することも可能です。

入学者の選抜について3

　入学者の一般選抜は、英語能力（TOEFL-iBT スコアを原則、
TOEIC 公開テストスコア、IELTS スコアでも可）、博士学位研
究計画の審査（出願書類の内容を含む）及び口頭試問（修士研
究を含む既修得分野又は実務経験に関する専門知識・研究計画
についてのプレゼンテーション及び研究計画とその関連知識に
関する試問）により行います。
　また、一般選抜のほか、外国人特別選抜として、IEMP（In-
ternational Environmental Management Program）特別選
抜も実施しています。

地球環境学専攻（博士後期課程）

地球環境学舎（教育組織）
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　高度な実務者を養成するため、長期のインターン研修を必修
として、学外における実地経験とその内容に基づく、新しいタ
イプの修士論文を提出させ、実務能力を獲得させます。修了後
は、さらに高度な実務者を目指して博士後期課程に進むほか、
政府・自治体の関係機関や国際機関、企業の環境管理部門や
環境関連企業、環境NGO、NPOなどで活躍することになりま
す。
　併せて、高度な研究者を養成するためのカリキュラムも用意
されており、専門的な個別の研究課題に取り組むとともに、人
文社会科学系と理・農・工学系にまたがる融合的教育を行い、
地球環境学の確立と地球環境・地域環境問題に対処できる学術
開拓能力を獲得させます。修了後は、さらに高度で国際的に活
躍できる研究者を目指して博士後期課程に進むほか、環境関連
の研究機関で活躍しうる人材を養成します。

カリキュラムの構成1

　地球環境学基礎科目（地球環境政策・経済論、地球環境技術
論、地球資源・生態系管理論、環境倫理・環境教育論）と環境
マネジメントセミナーを必修コアカリキュラムとし、各自の指
向する領域に応じて環境マネジメント基礎・各論・セミナーを
履修します。その後、インターン研修を経て、修士論文を提出
します。
　環境マネジメントセミナーでは、外部講師による特別講義の
聴講、野外実習、実験実習、文献調査と発表、などに取り組
み、国際的視野に立った地球環境・地域環境問題に対処する実
務者・研究者に求められる基礎知識と基礎技術を養います。

インターン研修2

　環境マネジメント専攻では、インターンシップ制度を必修科
目として導入し、学外における実習に基づいた個別教育によっ
て、実践的な問題解決能力の獲得を目指しています。帰学後は
その成果を活かした学位論文の取りまとめを行います。イン
ターンの研修先として、国連機関や国際NGO、NPO、官公庁
の研究所、民間研究機関、海外の大学など国内外の地球環境に
関する研究機関と幅広く提携しています。
　インターン研修には2つのコースが設定されており、実践能
力の育成を重点とした長期インターン（3ヶ月以上）を実施す
るコース、および短期インターン（１カ月以上）において実地
経験に基づいた課題を抽出し、その解決のための学術的手法を
研究するコースがあります。（なお、短期インターンを選択し
た者は別途、修士論文準備研究報告の提出が課せられます。）

学位取得までの進行過程3

１年次：�科目履修、インターン研修計画の作成、インターン研
修の実施

２年次：�修士論文の提出・審査、修士（地球環境学）の学位授
与

入学者の選抜について4

　入学者の一般選抜は、英語能力（TOEFL-iBT スコアを原則、
TOEIC 公開テストスコア、IELTS スコアでも可）、口頭試問（地
球環境に関する知識、志望分野に関する知識、入学後の研究計
画及び学習計画・アドミッション・ポリシーで求める資質・能力、
出願書類の内容）により行います。
　また、一般選抜のほか、外国人特別選抜として、IEMP（In-
ternational Environmental Management Program）特別選
抜も実施しています。

5 修士ダブル・ディグリープログラム

　海外の連携先大学に約１年間滞在し、単位互換を活かし、合
計３年間で両大学の修了要件を満たすように学修し、２つの修
士学位を取得するプログラムです。多文化・多言語環境下にお
いて、地球環境問題を解決しリーダーシップを発揮する学際的
人材を育成することを目的としています。
　連携先大学としては、タイ王国マヒドン大学、インドネシア国
IPB大学、中華人民共和国清華大学の３つの大学があります。

環境マネジメント専攻（修士課程）
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　地球環境問題に関して、さらに高度な知識と問題解決能力を
持ち、国際的な舞台での活躍が期待される人材を、国内外での
インターン研修や博士論文の作成を通じて養成します。学位取
得後は、政府・自治体の関係機関や国際機関、企業の環境管理
部門や環境関連企業、環境NGO、NPOで活躍するほか、大学
や環境関連の国立・民間研究機関で活躍することになります。

カリキュラムの構成1

　高度な実務者・研究者を養成するため、演習とセミナーを中
心とし、環境マネジメント専攻で開講する科目を必要に応じて
履修指導します。また、半年程度のインターン研修を経て、博
士論文を提出します。
　入学と同時に指導教員（論文審査主査）と副指導教員（論文
副査）各１名を決定し、学際的・実務的な指導を受けることに
なります。

インターン研修2

　環境マネジメント専攻博士後期課程では、インターンシップ
制度を必修科目として導入し、学外における実習に基づいた個
別教育によって、実践的な問題解決能力の獲得を目指していま
す。
　インターンの研修先として、国際機関や国際NGO、NPOな
ど国内外の地球環境に関する研究機関と幅広く提携します。研
修期間は博士後期課程で５ヶ月以上とし、実務現場での研鑚を
積むとともに帰学後はその成果を活かした学位論文の取りまと
めを行います。

学位取得までの進行過程3

１年次：�指導教員の決定、研究計画の作成、審査・発表、論
文中間報告（一次）、インターン研修計画の作成、演
習・セミナーの履修

２年次：�インターン研修の履修
３年次：�論文中間報告（二次）、演習・セミナーの履修、博士

論文提出・審査・最終試験、博士（地球環境学）の学
位授与

　標準修業年限は３年ですが、とくに優秀な学生にあっては、
短縮することも可能です。

入学者の選抜について4

　入学者の一般選抜は、英語能力（TOEFL-iBT スコアを原則、
TOEIC 公開テストスコア、IELTS スコアでも可）、博士学位研

究計画の審査（出願書類の内容を含む）及び口頭試問（修士研
究を含む既修得分野又は実務経験に関する専門知識・研究計画
についてのプレゼンテーション及び研究計画とその関連知識に
関する試問）により行います。
　また、一般選抜のほか、外国人特別選抜として、IEMP（In-
ternational Environmental Management Program）特別選
抜も実施しています。

環境マネジメント専攻（博士後期課程）
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京都大学大学院 地球環境学舎（環境マネジメント専攻、地球環境学専攻）
活躍する人材
地球環境を持続可能な形態で改善・維持・管理する能力を有し、地球レベルから地域レベルにわたる具体的問題を解決しうる高度な実
務者、地球環境問題の複雑性と広がりを従来の基礎科学の上に立って展望し、学問としての先見性、深さと広がりを備えた新しい｢地
球環境学｣を開拓しうる高度な研究者、及び地球環境の性格上国際的対応能力をもった人材、として活躍する。

求める人材
地球環境問題に強い関心をもち、その調査・分析、解決のための施策立案・技術開発に積極的に関わる意欲を持つ人、
環境マネジメントに対する強い意欲をもち、将来、地球レベルあるいは地域レベルの環境問題に対するマネジメント活動を志す人、
地球環境問題に関連した実務に現在取り組んでいる、あるいは実務経験をもつ社会人、地球環境問題に強い関心のある留学生。

地球環境に関するフィールドワークを含む先駆的研究を展開することで、強い責任感と高い倫理性を持って、人と自然との調和ある共
存に資することを追求する人格の形成が、達成されるべき目標である（修士課程・博士後期課程 共通ディプロマポリシー）。

地球環境に関する広範かつ深い学識と専門
性の高い職業を担う能力や技術を身につけ
ていること、及び修士論文の審査に合格す
ること（修士課程ディプロマポリシー）。

自立した研究あるいは高度な専門業務に従事す
るための能力や知識を身につけていること、及
び研究指導を受け博士論文の審査に合格するこ
と（博士後期課程ディプロマポリシー）。

博 士
後期課程
修 了

進 学

入 学

教 育
目 標

教 育
目 標

学 位
授 与
基 準

学 位
授 与
基 準

修 士
課 程
修 了

編入学

環境マネジメント専攻（博士後期課程）
地球環境・地域環境問題を解決するために、国際
的活動に要する広範な知識と問題解決能力を備え、
高度なマネジメント力をもつ実務者や、そのよう
な実務能力を備えた研究者を養成する。

環境マネジメント専攻（修士課程）
地球環境・地域環境問題を解決するために、実践的活動を行うことのできる知識と問題解決能力をもち、
さらに国際的視点をもつ実務者、そのような実務能力を備えた研究者を養成する。

地球環境・地域環境問題に対して異なる基礎学問
との連携を保つ新しい視点・方法論をもって国際
的に活躍できる研究者や、そのような学問的素養
を備えた実務者を養成する。

地球環境学専攻（博士後期課程）

博士論文提出・発表・審査
演習・セミナーの履修、中間報告会 2回目
（環境マネジメント演習Ⅱｂ）

修士論文提出・発表・審査
修士論文研究（インターン研修の経験・成果に基づく研究テーマ）（環境マネジメント演習（必修））
インターン研修（インターン研修報告会）（インターン研修Ⅱ（必修））

博士論文提出・発表・審査
演習・セミナーの履修、中間報告会 2回目
（地球環境学特別演習及び演習Ⅲａ、Ⅲｂ）

インターン研修（5ヶ月以上の長期研修、
インターン研修報告会）（インターン研修）
演習・セミナーの履修（環境マネジメント演習Ⅱａ）

演習・セミナーの履修
（地球環境学特別演習及び演習Ⅱａ、Ⅱｂ）

インターン研修（3ヶ月以上の長期研修）（インターン研修Ⅰ（必修））
コースワーク
①地球環境学基礎（必修）：地球環境政策・経済論、地球環境技術論、地球資源・生態系管理論、環境倫理・環境教育論、
②環境マネジメントセミナーＡ（必修）：外部講師による特別講義の聴講など、
③環境マネジメントセミナーＢ（必修）：野外実習、④環境マネジメント基礎、⑤環境マネジメント各論

演習・セミナーの履修、中間報告会 1回目
（環境マネジメント演習Ⅰａ、Ⅰｂ）

演習・セミナーの履修、中間報告会 1回目
（地球環境学特別演習及び演習Ⅰａ、Ⅰｂ）

（半年毎に進捗報告）
D1

D2

D3

M1

M2

学位論文が当該分野における地球環境・地域環境問題の解決に高く寄与する論文であるかどうか、並び
に学位申請者が地球環境に関する広範かつ深い学識と自立した研究あるいは高度な専門業務に従事する
ための高い能力や知識を身につけ、高度な論理的能力を有しているかどうかを基に認定する。

進捗報告書

進捗報告書

進捗報告書

進捗報告書

進捗報告書

研究計画書

学位論文が当該分野における地球環境・地域環境問題の解決に寄与する論文であるかどうか、並びに学
位申請者が地球環境に関する広範かつ深い学識と専門性の高い職業を担う能力や技術を身につけ、論理
的能力を有しているかどうかを基に認定する。
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在学生の声

VOICE 1 地球環境学専攻　地域資源計画論分野　博士後期課程
AMERIDYANI Adzani Ardhanareswariさん

また、所属する研究室では支
援や協力を得られるなど、研究
環境にも恵まれています。研究
室の仲間たちとの啓発的なディ
スカッションは、クリティカル・
シンキングや概念構築力を鍛
えてくれます。こうした会話
は、刺激的であるだけでなく、自分の研究テーマに対する理解
を広げると同時に、同じ学術コミュニティに属する者同士の深
い一体感を育んでくれます。仲間からのサポートは、私の人間
的成長・学業成績の向上に不可欠であり、彼らとの間に育まれ
た協調的な雰囲気は、私にとって非常に大切なものです。
GSGES での経験を通じて、私は学問的視野を拡大し、研究
スキルを向上させることができました。私はここで得た知識を、
限界農家のレジリエンス強化や、農業システム全体の変革を焦
点とした農村開発に活用していきたいと考えています。また、
この知識を現場に取り入れた上で、NGOや政府および国際機
関と協力することにより、長期にわたる環境的・社会的持続可
能性を育みつつ、農業従事者の生活向上につながる持続可能な
解決策を設計・実施できるのでは、と期待しています。

京都大学大学院地球環境学舎（GSGES）で学んできたこれ
までの年月を振り返ると、この活発で刺激的なコミュニティの
一員でいられたことに、深い感謝の念を覚えずにはいられませ
ん。私はGSGES で修士号を取得し、現在は博士号取得を目指
していますが、ここでの経験は個人としても、また職業人とし
ても、私自身に大きな変革をもたらしてきました。
中でも、世界中から集まった優秀な学生と、専門分野の垣根

を超えて共同研究に携わる機会は、GSGESの学究生活における
最も素晴らしい側面の一つだと感じています。本プログラム独
自のアプローチによって、環境科学、経済学、政策学といった
分野を超越した知識の統合が促され、多様な視点から現実世界
の課題に取り組むことが可能となるのです。この課題への挑戦
を通じて、私自身も理解力を深めることができたと同時に、地
球的な問題に取り組む上で、協働力とオープンマインドがいか
に重要であるかを痛感させられました。また、研究活動全体に
おいて、特に専門外の人々と関わる際に、複雑な概念を明確か
つ効果的に伝えるという重要なスキルを学ぶことができました。
このスキルは私の博士課程研究において必要不可欠なものであ
り、特に農村社会向上政策の提唱などにおいて、技術的研究と
実践的応用との間の溝を埋める上で有用なスキルといえます。

VOICE 2 環境マネジメント専攻　環境経済論分野　修士課程
遠矢　浩気さん

究をさらに広げることができまし
た。多様な先生方や学生との交流
を通じ、新しい知見を得るたびに、
この進学の選択が正しかったと
強く実感しています。
来年度には、ラオスにおける
食用昆虫の商業利用に関するフィールド実験を
インターンシップとして行う予定です。未知の文化や環境での
研究には困難もありますが、社会課題の解決に向けて自ら考え、
一歩踏み出す経験は、成長の糧になると確信しています。
地球環境問題のような社会課題に取り組むには、異なる専門
領域の人々が互いを尊重し合い、協力することが不可欠です。
地球環境学舎での学びは、まさにその理念を体現しており、多
面的な視野を養うための理想的な環境だと感じています。

私は明治大学農学部で学び、修士課程から京都大学大学院地
球環境学舎に進学しました。現在は竹内憲司先生のもとで環境
経済論を専攻し、食用昆虫の活用や社会実装に関する調査・分
析に取り組んでいます。
地球環境学舎を知ったのは、学部時代の指導教員の紹介が
きっかけです。進学の相談をした際、「広い視野と選択肢を持
てる環境に進むべき」という助言を受け、経済学だけでなく工
学や社会学、農学など多分野を横断的に学べる地球環境学舎を
選びました。
入学後の日々は、期待を大きく上回る学びと発見の連続です。
専門分野に加え、国籍や文化が異なる学生たちと「地球環境学」
と英語という共通言語のもと、議論や発表を行う中で、新たな
視点や価値観に触れるたびに驚きと感動すら覚えます。また、
生態学や土木、倫理学など、これまで接点のなかった分野にも
取り組むことで、新たな着眼点やアイデアが生まれ、自分の研
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修了生の声

2022 年 3月修了

許斐　有希さん
いきもの倶楽部 KONOMI（自営業）

私はもともと京都大学に在籍していたのです
が、卒業後の進路に悩み始めた３回生の頃、地
球環境学堂（GSGES）の存在を知りました。
生き物が好きで、守りたいという気持ちが昔か

ら漠然とあった私にとって、生物多様性・保全について学べるコース（生
物多様性保全論分野）はきっと卒業後の自分に良い影響を与えてくれる
はずだと思い、また、海外でのインターンシップに挑戦できるというこ
ともGSGES への進学を決めた要素の一つでした。
ところが 2020 年春、私の大学院生活が開始する頃、コロナウイルス
感染症によって世間の何もかもがストップしてしまいました。初めての
オンライン授業では、先生も英語なので聞き取りが難しく、グループディ
スカッション等は更にとても難しく感じました。野外実習もほとんどが

中止になり、海外インターンシップも中止になりました（とはいえ琉球
大学にて一か月の短期インターンシップに取り組むことはできたので、
とても良い経験になりました）。
このように、想像していたものとは大きく異なる2年間となってしまっ
たのですが、それでもGSGES で学んだことや得たつながりは現在の私
にとってかけがえのないものになっています。
私は現在、仕事として環境教育（主に生物に注目したもの）に取り組
んでいます。若い世代を中心とした一般の方々を対象に、一緒に自然に
触れ、生物について楽しく学ぶというものですが、そこには授業で習っ
たことや、教職員の方々から教わったもの、研究室の仲間の協力など、
GSGES で得たありとあらゆるものが凝縮されています。GSGES には、
留学生も多く、多様な学生や先生方がいらっしゃいます。個人で働く私
にとって、様々な場で活躍される先生方や仲間とのつながりは、何にも
代用することのできない宝物となりました。
授業で学ぶ内容だけでなく、GSGES だから形成される人とのつながり
も大切にすることで、きっと皆さんの人生を豊かにしてくれることと信
じています。

2019年 3月修了

小田　実紀さん
ソニーグループ株式会社

2019 年 3月に地球環境学舎を卒業した私や
同級生たちは、社会人 1年目の終盤から新型コ
ロナウイルスのパンデミックを経験しました。
職場環境の大きな変化に直面しながらも、各々

が経験を積み、最近では同級生から「COPに参加する」「自治体の脱炭
素事業に携わっている」といった声を聞くようになりました。
私が地球環境学舎への入学を希望したのは、環境問題の解決に携わる
職に就きたい、それまでの過程で知見や人脈を広げたいと思ったからで
した。学舎ではその期待を上回る学びや出会いの機会がありました。私
は海外在住・留学経験が無かったため、英語での講義や留学生とのグルー

プワークは少し不安でした。しかし、そこを一歩踏み出すことで、地球
全体で起きる環境や貧困、ジェンダーに関する課題を学んだり、日本以
外の国・地域の視点から社会課題を話したりと、自らの視野を大きく広
げる経験を得られました。（学生がいつでも集まれるラウンジスペースで
の交流も、とても有意義でした。）
私は卒業後、太陽光発電設備工事の法人営業職を経て、現在は電機・
映画・音楽・金融サービス等を世界で提供する企業に勤めています。企
業の環境への取り組みに関して、投資家をはじめとした社外関係者とコ
ミュニケーションを取る業務、例えば温室効果ガス排出量の算定結果、
将来の再エネ導入計画や災害・渇水対策といった情報の開示に従事して
います。事業ごとに気候変動等への対策は様々で、関係者は国内外で多
岐にわたることから、幅広い視野を持つ必要があり、地球環境学舎での
学びが繋がっていると日々感じています。2年間、お世話になった教職
員やインターン研修先、学生の皆様へ感謝申し上げます。ありがとうご
ざいました。

2022年 3月博士課程修了

ディニタ・セティアワッティさん
Ember Climate 電力政策シニアアナリスト	
（東南アジア）

GSGES の博士課程を修了したことで、私は
とても大きな達成感を味わうことができまし
た。博士課程での研究を通じて、私は、物事を

さまざまな角度から見るために必要な知識と考え方を身につけました。
また先生方には、 気候変動に伴うさまざまな問題を解決するためのホリ
スティックなアプローチを理解する際に、気候変動の学際的な性質を考
慮しなければならないことを教えていただきました。GSGES で私は、天
然資源の活用、都市化、地政学、そして気候の安全性に対して多くの人
たちが抱いている深刻な懸念といった世界的な風潮と、気候変動との相
互作用について詳細に調査することを学びました。GSGESの博士課程で
研究できたおかげで、私には、世界レベル、地域レベルを問わず、革新
的なアプローチで環境問題に取り組み、世界レベルでの成果を実現する
だけの実力が身につきました。

 私は、MEXTの奨学金を受けて博士課程での研究を続けました。また、
トヨタ財団からも助成金をいただくことができたのですが、これは、私
を指導してくださった先生の強い推薦があったおかげで、私がさまざま
なプロジェクトをやり遂げることができると評価していただけたからで
す。こうしたいくつものチャンスに恵まれたことで、私は、エネルギー
正義に関する研究に没頭し、持続可能性に関する教育を通じてインドネ
シアの露天商人コミュニティを豊かにするための経験を積むことができ
ました。GSGES では、所属した研究室の先生方や学生のみなさんに、
私の研究や分析をいろいろと支えていただきました。そのおかげで私は、
エネルギー研究に関する著書を初めて出版することができたのです。 

GSGES で過ごした 3年間で、私には、数え切れないほどの思い出が
できただけでなく、永く交流できる多くの友人ができました。社会科学
分野の研究室が企画したミーティングで、環境研究に携わる科学、社会
科学、人文科学各分野の研究者の方々と交流できたことは貴重な経験で
した。GSGES 卒業後は、GSGES 同窓生のネットワークを活用して優秀
な研究者や政策立案者の方々と議論を重ね、新しい知識を増やしていま
す。GSGES で学んだことで、間違いなく私には、エネルギー社会科学者
としての道に踏み出すために必要な技術と知識が身につきました。
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三才学林は、2002年の地球環境学堂・学舎発足と同時に教育・研究の支援組織として設立されました。
「三才」とは天、地、人、つまり現象界全体を、学林とは学問する人びとの集う処を意味します。地球規模の
文明は、人類史上いまだ存在しません。しかしそれを目指すことなくして、地球環境学の統合的発展は望め
ないでしょう。三才学林は、天地人の調和が地球規模で明るく保たれているという文明のありようとその実
現への道を、学内外にまたがる対話のなかで考えることを目的とします。この組織が意識する文明とは、人
間社会とそれをめぐる物質循環が安定しているだけでなく、かかわりある数多くの生命が輝くものです。こ
れは東アジアの古典的な「文明」の理念をひきつぐ考えであり、2001年制定の京都大学基本理念で本学が
「地球社会の調和ある共存に貢献」するとしていることと軌を一にしています。三才学林では、このような理
念の現代的構築をさぐり、この大学院の創造性、社会性をたかめるために、以下の３つの軸を中心に活動し
ています。

第一軸：学内外の環境学関連の教育・研究活動との連携　
京都大学における地球環境学ディレクトリーを構築すべく、定期的な催しとして「京都大学地球環境フォー
ラム」、「はんなり京都嶋臺塾」、「地球環境学懇話会」を企画実施しています。「京都大学地球環境フォーラ
ム」は、一般市民に地球環境学堂の実施している研究を学内外の研究者とともに紹介するもので、2008年
4月に開始し年２～ 3回の開催を原則としてこれまでに 45回実施しました。
「はんなり京都嶋臺塾」は、京町家（嶋臺本陣ギャラリー）で大学での研究を暮らしと関連させ市民に講話
するもので、2004年 11月に開始しこれまでに 42回実施しました。
また「地球環境学懇話会」は、地球環境学堂教員間での研究紹介や教育・研究のあり方を議論する場であ
り、地球環境学堂創設時の 2002 年 4月から開始され、これまでに 126回の開催を数えます。その他、地
球環境学関連の全学国際セミナーやフォーラムへの参画なども行っています。

第二軸：学際的な教育・研究活動の支援　
地球環境学堂・学舎での教育・研究活動が、人間社会の利害を越えた「地球益」の増進や地球規模文明化
のために統合されるよう、中長期的な視野から支援しています。その活動の中心として、様々な活動を報告
する SANSAI Newsletter の定期刊行を行っています。SANSAI Newsletter は第１号を 2012年 10月に
創刊し、これまでに 35号を発行しています。

第三軸：教育・研究の国際化プログラム支援　
現在、京都大学や地球環境学堂・学舎で進められている教育・研究の国際化プログラムの支援を行ってい
ます。活発な国際連携活動を推進し、主催するシンポジウムやセミナー等でそれらの成果を定期的に紹介し
ています。毎年開催する地球環境学堂国際シンポジウムは国際化プログラムの大きな成果の 1つで、各国の
連携大学の研究者、学生が集まり議論する機会を提供しています。これまでの開催場所、参加者数等は下表
の通りです。また、多くの留学生や特別聴講生など定常的に受け入れるための奨学金や助成金の獲得を支援
しています。
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表　地球環境学堂主催の主な国際シンポジウム
開催日 開催国・都市 共催大学 参加者数

（大学/国）
2009年3月5日 日本・京都 － 155（11/3）
2010年3月10日 ベトナム・ハノイ ハノイ理工科大学 85（11/3）
2011年3月11日 ベトナム・フエ フエ農林大学 150（11/5）
2011年12月11日 中国・深圳 清華大学 97（5/3）
2013年3月7日-8日 日本・京都 － 141（15/10）
2013年9月15日 ベトナム・ホイアン フエ農林大学 99（13/5）
2014年3月25日 日本・京都 － 141（10/7）
2014年9月29日 ベトナム・カントー ハノイ理工科大学 90（14/6）
2015年7月27日 ベトナム・ダナン ダナン大学 134（12/5）

2015年12月11日-12日 日本・京都 － 152（25/16）
2016年11月13日-14日 タイ・バンコク マヒドン大学 185（30/14）
2017年10月30日-31日 ベトナム・ハノイ ハノイ理工科大学 285（42/15）
2018年11月30日-12月1日 インドネシア・ボゴール IPB大学 195（19/9）
2019年11月26日-28日 日本・京都 ― 269（32/17）

2020年11月30日・12月1日 Zoomによるオンライン開催 マヒドン大学 423（60/13）
2021年11月29日-30日 Zoomによるオンライン開催 338（61/21）

2022年11月24日-25日 日本・京都
Zoomによるオンライン開催 354（78/22）

2023年12月11日 ベトナム・フェ フェ農林大学 301（52/13）
2024年12月3日 カンボジア・プノンペン 王立農業大学 360（37/22）
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第42回はんなり京都嶋臺塾（2019年3月20日）

SANSAI Newsletter No.33 (2023年8月21日発行)

京都大学地球環境フォーラム
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海外サテライト形成によるASEAN横断型環境・社会イノベーター創出事業
主たる教育・研究の国際化プログラムとして、「海外サテライト形成によるASEAN横断型環境・社会イノ
ベーター創出事業」が挙げられます。2015〜 2018年度の概算要求事業で、最終年の 2018年度より基幹
経費化され現在まで継続するプログラムです。
ASEAN諸国では、急激な経済発展に伴う大気汚染、廃棄物、水質汚濁等の環境問題や急激な都市化に起
因する交通渋滞、森林伐採、災害への脆弱性といった社会課題が顕在化しています。このような状況下、本
プログラムでは国際的かつ実践的に活躍できる人材育成を基軸に様々な教育・研究活動を展開しています。
教育プログラムとしては、マヒドン大学（タイ）・IPB 大学（インドネシア）・清華大学（中華人民共和国）
の 3大学と 3年間で 2つの修士号を取得するダブル・ディグリー・プログラムの実施を支援しています。こ
のプログラムでは、地球環境学舎において地球環境学を学
び、一方パートナー大学ではより専門的な研究（環境工学
や農学など）に取り組むことを通じて、学際的な視点と高
度な専門性の双方を、広くかつ深く学ぶことが出来ます。
その他、ASEAN諸国を含む各国でのインターン研修も支
援しています。
また研究プロジェクトとしては、2019年度よりマヒド
ン大学にオンサイト・ラボラトリーの研究拠点を立ち上
げ、国際共同研究および教育国際化のハブとして機能の充
実を図っています。特に、地球環境学堂とマヒドン大学工
学部間で協働した教育・研究プログラムは、京都大学全体
に水平展開（工学研究科・医学研究科・農学研究科等の
他研究科）や鉛直展開（Kyoto iUP を含む学部と博士課
程）することを目指しています。
その他、前述の 3大学を含む 11のパートナー大学と構築した多国間の教育・研究ネットワークを通じて、
学生・研究者の相互交流を推進し、地球環境問題の解決にリーダーシップを発揮する国際的で分野横断的な
人材の育成に寄与しています。

イノベーター事業の連携大学
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環境マネジメント専攻
インターン研修実施機関

民間企業等
・新居建築研究所
・一般社団法人スマートシティ・インスティテュート
・いであ株式会社
・植彌加藤造園株式会社
・おひさま進歩エネルギー株式会社
・株式会社　イー・コンザル
・株式会社　ヴィレッジトラストつくだ農園
・株式会社　魚谷繁礼建築研究所
・株式会社　ecommit
・株式会社　エーゲル
・株式会社　エフピコ
・株式会社　奥村組
・株式会社　KANSOテクノス
・株式会社　グリーンパワーインベストメント
・株式会社　高速道路総合技術研究所
・株式会社　スピリコ
・株式会社　設計領域
・株式会社　東ソー分析センター
・株式会社　中之条パワー
・株式会社　日水コン
・株式会社　ネクステムズ
・株式会社　ハチオウ
・株式会社　ピッキオ
・株式会社　百森
・株式会社　ラーゴ
・株式会社　良品計画
・株式会社　柳沢林業
・鴨志田農園
・京都農業の研究所株式会社
・キョーワ株式会社
・合同会社　多和良屋
・GR Japan 株式会社
・自然電力株式会社
・市民エネルギ—ちば株式会社
・上智大学　グローバル・コンサーン研究所
・大和リース株式会社　大阪本店
・東興ジオテック株式会社
・東洋建設株式会社
・西田林業
・日本エヌ・ユー・エス株式会社
・日本ミクニヤ株式会社
・日本モウルド工業株式会社
・日本製鉄株式会社
・Peterson Projects & Solutions Japan Co 
Ltd

・松井建設株式会社
・三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
・三洋化成工業株式会社
・美土里ファーム京都
・女木島ゲストハウス&カフェ Megino
・安田産業株式会社
・有限会社　ひのでやエコライフ研究所
・有限会社　マルヒ製材
・淀川河川公園管理センター
・FRIDAY FOR FUTURE KYOTO
・INOW上勝
・NPO法人木野環境
・United Nations Environment Programme
・鞍馬火祭保存会
・一般財団法人　C.W.ニコル・アファンの森財団
・一般財団法人　森記念財団　都市戦略研究所
・一般社団法人　FEAST
・一般社団法人　グリーンインフラ総研
・一般社団法人　西粟倉むらまるごと研究所
・一般社団法人　里山デザイン
・一般社団法人CDP Worldwide-Japan
・公益財団法人　自然エネルギー財団
・公益財団法人　地球環境産業技術研究機構
・公益財団法人　地球環境戦略研究機関
・公益財団法人　日本自然保護協会
・公益財団法人　浜松市文化振興財団
・公益財団法人京都市都市緑化協会
・公益財団法人自然エネルギー財団
・公益社団法人　3.11みらいサポート
・特定非営利活動法人 おきなわ環境クラブ

・特定非営利活動法人　さとやま学校・東京
・特定非営利活動法人　みんなの街
・特定非営利活動法人　らんたん
・特定非営利活動法人　黄金町エリアマネジメン
トセンター
・特定非営利活動法人　環境エネルギー政策研
究所

・特定非営利活動法人　気候ネットワーク
・特定非営利活動法人　森の生活
・特定非営利活動法人　日本国際湿地保全連合
・国連訓練調査研究所　広島事務所
・Earthship Biotecture Academy
・胎内市農業協同組合
・有限責任事業組合　伽藍

省庁・自治体・大学等
・愛媛県　西条市
・沖縄県企業局
・環境省近畿地方事務所
・環境省中部地方環境事務所
・京都御苑
・京都市動物園
・京都府立植物園
・公益財団法人　京都市環境保全活動推進協会
・公益社団法人2025年日本国際博覧会協会
・国立研究開発法人　国際農林水産業研究セン
ター
・国立研究開発法人 国際農林水産業研究セン
ター
・国立研究開発法人　国立環境研究所
・国立研究開発法人　産業技術総合研究所
・国立研究開発法人　水産研究・教育機構 水産
資源研究所

・国立研究開発法人　農業・食品産業技術総合研
究機構　農業環境変動研究センター

・国立研究開発法人国立環境研究所
・国立研究開発法人産業技術総合研究所
・国立大学法人　京都大学
・国立大学法人　鹿児島大学
・国立大学法人　琉球大学
・国立保健医療科学院
・滋賀県東近江市
・滋賀県琵琶湖環境科学研究センター
・滋賀県米原市
・大学共同利用機関法人　人間文化研究機構　
総合地球環境学研究所

・大阪府立環境農林水産総合研究所
・長野県　環境部
・内閣府沖縄総合事務局　経済産業部
・農林水産政策研究所

海外機関・海外大学
・Anahuac Puebla University
・ASCEM B.V
・E Guard Environmental Services Co.Ltd
・Greenspace Architect Co.Ltd
・Lundquist srl
・PT Bamboo Lab Architect
・PT. Vale Indonesia, Tbk
・Represetative office of Hoffmann - La 
Roshe Ltd in Vietnam

・Shunyi New Energy Technology Co., Ltd.
・Wuppertal Institute
・武漢水務集団有限公司
・350 Pacific
・Building Up Sustainability Center
・Center for International Forestry 
Research

・Global Environmental Institute
・International 
・Japan Business Council in Europe
・Motu Economic and Public Policy 
Research

・Permatil (Permaculture Timor-Lorosa'e)
・Thailand Development Research Institute

・The Gobi Institute
・Tiyeni Limited
・PTG International Youth College
・UNITAR Hiroshima Office
・United Nations Economic and Social 
Commission for Asia and the Pacific

・United Nations Framework Convention 
on Climate Change (UNFCCC)

・Nanjing Environmental Monitoring 
Center

・National Institute of Health of Thailand
・National Museum of Natural History 
(France)

・National Parks Board, Singapore
・National Research and Innovation 
Agency

・Papua New Guinea Forest Authority
・Research & Development Division, 
Forestry Department of Sarawak

・独立行政法人　国際協力機構
・Land Office of Sijunjung Regency
・Development Planning Agency at Sub-
National Level Badan Perencanaan 
Pembangunan Daerah Sukabumi 
Regency

・Forest Department Sarawak
・National Institute of Aeronautics and 
Space of Indonesia

・National Research and Innovation 
Agency of Indonesia (BRIN)

・Research Center for Geological Disaster- 
BRIN, Bandung

・Sarawak Biodiversity Centre
・University of Caen, Normandy/IFSTTAR
・Zambia Agriculture Research Institute
・Barttlet Center for Advanced Spatial 
Analysis, UCL

・Chiang Mai University
・Da Nang University of Science and 
Technology

・Erenhot International School of Inner 
Mongolia Normal University

・ETH Zurich
・Guangdong University of Technology, 
China

・Gustav Eiffel University
・Hanoi University of Science and 
Technology

・Heidelberg University
・Hue University
・Hue University of Agriculture and 
Forestry

・IPB University
・Khon Kaen University
・Lille University of Science and 
Technology

・Mahidol University
・Maldives National University
・Multimedia Nusantara University
・Ocean University of China
・The University of Da Nang, University of 
Technology

・Tongji University
・Tribhuvan University
・Tsinghua Shenzhen International 
Graduate School

・University of Applied Forest Sciences 
Rottenburg

・University of California, San Diego
・University of Hamburg
・University of Zambia
・Vietnam National University of Forestry
・Walailak University International College
・Zhejiang University

� （2020年度～2023年度　実績）
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インターン研修体験談
環境調和型産業論分野　土村勇太朗さん

ベトナムのダナン理工科大学でのインターン研修は非常に充実した経験でした。私は大学の先生方や生徒の皆さんのご協力
を得ながら、マイクロプラスチック負荷量調査を実施しました。実際には、ダナン市内の下水処理場や埋め立て処分場などを
訪れてサンプリングを行い、管理者の方々からは現状の処理技術や歴史についての説明を受けました。また、路面に掃除機を
かけて塵埃を採取し、分析した結果として、雨天時の路面流出水が河川への最大の負荷源であることを推定できました。今回
得られたダナンのデータを日本と比較することで、地域の環境実態についてより深く理解することができました。
しかし、この研修はデータ収集だけでなく、ダナンでの生活や地元社会との交流を通じて豊かな経験となりました。街中を

歩けば多数の設置されたゴミ箱が見られるなど、環境に配慮された都市づくりが進んでいることを実感しました。またダナンの人々
との交流を通じて、地元の文化や習慣を学び、環境問題が地域全体に与える影響について話す機会もあり、彼らの環境問題に
対する熱いエネルギーに触れ、刺激を受けたこ
とも印象的です。地元の人々とのコミュニケー
ションや文化との交流を通じて、環境問題への
理解がより深まることを身に染みて思いました。
環境問題の解決においては、地元の文化との調
和が不可欠であり、地元のコミュニティと協力
して持続可能な解決策を見つけることがますま
す重要であると痛感しました。私自身、海外経
験が少なかったため、今回の研修を通じて多く
の新しい発見があり、物事を大きな意味で捉え
ることができたと感じています。

インターン研修実施機関からのメッセージ
西条市役所　地域創生アドバイザー　徳増　実さん

西条市は四国の北部、瀬戸内海に面した人口約11万人の都市です。平野と森林の面積割合は3：7で日本全体とほぼ同じ割合
になっています。平野部は瀬戸内気候のため年降水量は1400mm程度と日本の平均値を下回っていますが、背後地には西日本
最高峰の石鎚山(標高1982m)をはじめとする石鎚連山がそびえ、このエリアには年間3000mmを超える降水量があり、地下水な
どの水資源に恵まれています。また、臨海部には工場が集積し、高知県全体に匹敵する年間工業出荷額をあげており、西部は
農場地帯が広がっており、県内でも有数の農業が盛んな地域です。他、西条祭りに代表される伝統・文化や、熱水鉱床より生
じた鉱物や造山運動に伴う地形、生物多様性に富んだ自然環境など、ありとあらゆる多様性が凝縮されている地域です。
2004年9月に西条市は台風により甚大な災害を被りました。京都大学大学院地球環境学堂と西条市は翌年の2005年に地域

防災や山間地域の活性化の研究を通して交流が始まり、2007年12月に教育・研究に関する交流協定を結びました。この年に
西条市は地球環境学舎から、2名のインターンシップの学生を受け入れま
した。テーマは「地域防災」と「地域ポテンシャルの発掘と可能性」です。
前者では、災害を受けた山間部へ入り、人里離れた集落でたくましく生き
る人々との交流を通して、人が生きる大切なものを学んでいただいたよう
です。また、後者では、地域資源のポテンシャルを活用する「フィールドキャ
ンパス構想」を提案していただきました。私がインターンシップを担当さ
せていただいた2019年からも、「農薬使用に関する認識、知識及び行動に
ついての研究」、「森林保全活動」、「棚田での持続的発展に向けた実践的調
査研究」、「神社に関連する文化的活動が都市と農村地域に与える影響に関
する研究」など、西条市の多様性を活かした研究が実践されました。是非、
西条市へお越しください。
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民間

・JACコーポレーション株式会社
・KPMGコンサルティング株式会社
・アクセンチュア株式会社
・アルティメイトテクノロジィズ株式会社
・いであ株式会社
・ウイリスジャパンホールディングス株式会社
・エフオン株式会社
・オムロンヘルスケア株式会社
・オルガノ株式会社
・コナミホールディングス株式会社
・シャープ株式会社
・シンプレクス株式会社
・デロイトトーマツコンサルティング合同会社
・パシフィックコンサルタンツ株式会社
・パナソニック株式会社
・みずほ情報総研株式会社
・メタウォーター株式会社
・ヤンマー株式会社
・伊藤忠プラスチックス株式会社
・楽天株式会社
・株式会社 IHI
・株式会社カンター ･ジャパン
・株式会社クボタ
・株式会社ジェイテクト
・株式会社スパイスボックス
・株式会社フォワード
・株式会社フジタ
・株式会社ボストンコンサルティンググループ
・株式会社マーレフィルターシステムズ
・株式会社リクルートホールディングス
・株式会社ローランド・ベルガー
・株式会社奥村組
・株式会社熊谷組
・株式会社鴻池組
・株式会社三井住友フィナンシャルグループ
・株式会社三井住友銀行
・株式会社大林組
・株式会社読売広告社
・株式会社日建設計
・株式会社日立製作所
・株式会社博報堂
・株式会社富士通ゼネラル
・株式会社野村総合研究所
・丸紅株式会社
・栗田工業株式会社

・国際航業株式会社
・阪和興業株式会社
・三井住友信託銀行株式会社
・三機工業株式会社
・三菱UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社
・三菱ケミカルエンジニアリング株式会社
・自然電力株式会社
・鹿島建設株式会社
・森トラスト株式会社
・清水建設株式会社
・西日本電信電話株式会社
・大栄環境株式会社
・大阪瓦斯株式会社
・大日本印刷株式会社
・大和エネルギー株式会社
・大和証券株式会社
・長瀬産業株式会社
・島津システムソリューションズ株式会社
・東京地下鉄株式会社
・東京電力ホールディングス株式会社
・東邦瓦斯株式会社
・東洋建設株式会社
・日産自動車株式会社
・日本システムウエア株式会社
・日本テレビ放送網株式会社
・日本工営株式会社
・八千代エンジニヤリング株式会社
・三菱商事株式会社
・住友商事株式会社
・ダイキン工業株式会社

近年の主な修了生の進路



35

各種法人

・独立行政法人都市再生機構
・学校法人共立女子学園共立女子大学
・公益財団法人地球環境戦略研究機関
・独立行政法人製品評価技術基盤機構
・独立行政法人国際協力機構
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
・一般社団法人共同通信社
・大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合地球環境研究所

省庁／地方自治体

・農林水産省
・国土交通省
・環境省
・和歌山県
・東京都
・滋賀県庁
・京都市
・宮崎県
・神戸市
・神奈川県

海外機関・海外大学

・インドネシア公共事業省
・中国広州市水道資源局
・フエ大学
・モンクット王工科大学ラートクラバン校
・スマラン国立大学
・在日ドイツ商工会議所

進学

・京都大学
・東京大学
・名古屋大学
・Cambridge University
・Chinese University of Hong Kong
・University of Queensland

・株式会社 E-konzal
・株式会社自然産業研究所
・株式会社大林組
・株式会社東芝
・戸田建設株式会社
・住友理工株式会社
・日本テレネット株式会社スマートライフ研究所
・Willis Japan Holdings K.K.
・住友林業株式会社
・公益財団法人京都市環境保全活動推進協会
・公益財団法人地球環境戦略研究機構
・国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
・大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合地球環境学研究所
・独立行政法人国際協力機構
・独立行政法人日本学術振興会
・環境省
・京都大学
・甲南大学
・大阪府立大学
・国連大学サステイナビリティ高等研究所
・インドネシア公共事業省
・国連開発計画
・IPB 大学
・バングラディシュ農業大学
・バンドン工科大学
・フエ大学
・モンクット王工科大学ラートクラバン校
・横浜国立大学
・Vietnam National University of Agriculture

博士後期課程
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教員一覧

地球環境政策論分野 
教授	 宇佐美　誠
環境経済論分野
教授	 竹内　憲司
地球益経済論分野 
准教授	 森　　晶寿
持続的農村開発論分野
教授	 武山　絵美
准教授	 鬼塚健一郎
助教	 東口阿希子

水環境保全論分野
教授	 藤原　　拓
准教授	 日髙　　平
助教	 野村　洋平
比較社会制度論分野
教授	 見平　　典
環境マーケティング論分野
准教授	 吉野　　章

地球益学廊 

美術史・文化論分野
教授	 高階絵里加
環境教育論分野 
准教授	 トレンチャー・グレゴリー
講師	 バース・ロジャー

生産環境微生物学論分野
教授	 田中　千尋
准教授	 𠮷見　　啓
助教	 竹内　祐子
陸域生態系管理論分野
教授	 舟川　晋也
准教授	 真常　仁志
助教	 柴田　　誠
統合環境学設計論分野
教授	 田中　千尋
助教	 竹前由美子

助教	 多田　悠人
助教	 カンドパル・リチャ
特定助教	川口　康平※

生態系連環論分野
教授	 德地　直子
教授	 舘野隆之輔
助教	 鈴木　啓太

地域資源計画論分野
教授	 西前　　出
准教授	 淺野　悟史
都市基盤デザイン論分野
教授	 川𥔎　雅史
准教授	 山口　敬太
助教	 谷川　　陸
親環境フォトセラミック材料化学論分野
教授	 田部勢津久
助教	 許　　　健

資源循環学廊 

※海外サテライト形成によるASEAN横断型環境・社会イノベーター創出事業

環境調和型産業論分野
教授	 越後　信哉
准教授	 田中　周平
社会基盤親和技術論分野
教授	 勝見　　武
准教授	 髙井　敦史
助教	 加藤　智大
人間環境設計論分野
教授	 小林　広英
准教授	 落合　知帆 
助教	 杉中　瑞季 

生物多様性保全論分野
教授	 市岡　孝朗
教授	 西川　完途
景観生態保全論分野
教授	 今西　純一
准教授	 深町加津枝
助教	 貫名　　涼
元素材料化学論分野
教授	 田中　一生
助教	 権　　正行
助教	 伊藤峻一郎

地球親和技術学廊 

地球環境基盤の持続化デザイン論分野
（寄附講座（上田記念財団））
教授	 勝見　　武
客員教授	 杉浦　邦征
特定教授	 北原　武嗣
特定助教	 土田　華鈴
特定助教	 八木　千尋
特定助教	 孫　　若冰
特定助教	 余　　荣光
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地球環境学堂・学舎事務室（1F）

市バス案内等
主要鉄道駅 乗車バス停 市バス系統 市バス経路等 下車バス停

京 都 駅
（JR・近鉄） 京 都 駅 前

206系統 「祇園・北大路バスターミナル」行

「百万遍」

7系統 「四条河原町･銀閣寺」行

阪急
京都河原町駅

四条河原町①
201系統 「祇園・百万遍」行

31系統 「高野・国際会館駅・岩倉」行

四条河原町②
3系統 「百万遍　北白川仕伏町」

「上終町・京都造形芸大前」行

7系統 「河原町通　銀閣寺」行

地下鉄烏丸線
今 出 川 駅 烏 丸 今 出 川

201系統 「百万遍・銀閣寺」行

203系統 「銀閣寺・錦林車庫」行

102系統 ［急行］
「出町柳駅・銀閣寺・錦林車庫」行

地下鉄東西線
東 山 駅 東 山 三 条

206系統 「高野・北大路バスターミナル」行

201系統 「百万遍・千本今出川」行

31系統 「高野・国際会館駅・岩倉」行

京阪出町柳駅 当駅下車東へ徒歩約15分
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